
（単位：千円）

分　類 事　項　名 保健福祉部職員費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 5,525,279 ） （ 5,534,074 ） （ 5,534,074 ）

5,765,748 5,783,680 5,783,680

保健福祉部関係人件費 5,765,748 → 5,783,680

693人 → 697人

１．社会福祉総務職員費 1,218,765 → 1,098,008
165人 → 166人

２．障害者福祉施設職員費 182,343 → 187,512
28人 → 28人

３．児童福祉職員費 1,166,484 → 1,175,938
142人 → 144人

４．生活保護総務職員費 137,161 → 116,259
22人 → 22人

５．公衆衛生総務職員費 420,852 → 406,306
45人 → 45人

６．環境衛生総務職員費 306,627 → 289,640
37人 → 37人

７．保健所職員費 1,733,591 → 1,863,426
196人 → 196人

８．医薬総務職員費 599,925 → 646,591
58人 → 59人

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
人件費計 （ 5,525,279 ） （ 5,534,074 ） （ 5,534,074 ）

5,765,748 5,783,680 5,783,680

令和２年度当初予算要求額事項別一覧

（一般会計）

保健福祉部職員に係る給与費
説　明

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 結核健康診断・医療費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 13,990 ） （ 13,942 ） （ 13,942 ）

25,595 23,934 23,934

１．定期健康診断費 9,222 → 9,776

２．結核患者医療療養費 2,349 → 2,184

３．結核入院患者医療療養費 13,908 → 11,867

４．公費負担事務費 116 → 107

分　類 事　項　名 精神保健措置費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 7,807 ） （ 7,816 ） （ 7,816 ）

30,042 30,198 30,198

精神保健福祉法に基づく精神障害のある人の医療及び保護等に要する経費

１．措置入院費 30,027 → 30,184

２．診療報酬支払事務費 15 → 14
説　明

精神障害のある人の医療及び保護等に要する経費

精神障害のある人の医療に関するレセプトの審査及び支払事務に要する
経費

感染症法に基づく勧告（措置）入院医療費の公費負担に要する経費

結核医療に関するレセプトの審査及び支払事務に要する経費

説　明

感染症法に基づく健康診断に要する経費補助（私立学校・私立施設等）

結核患者に対する医療費の公費負担に要する経費

感染症法に基づき、私立学校等が実施する定期健康診断に対する補助及び結
核医療費等に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 精神障害者自立支援給付費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 999,095 ） （ 966,425 ） （ 966,425 ）

1,972,933 1,908,204 1,908,204

障害者総合支援法に基づく精神障害のある人の医療に要する経費

１．通院医療費 1,947,676 → 1,883,558

２．診療報酬支払事務費 25,257 → 24,646

分　類 事　項　名 母子医療対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 23,063 ） （ 20,742 ） （ 20,742 ）

23,063 20,742 20,742

23,063 → 20,742

分　類 事　項　名 難病医療費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 860,152 ） （ 894,672 ） （ 894,672 ）

1,708,762 1,777,836 1,777,836

１．特定医療費 1,549,332 → 1,643,434

２．小児慢性特定疾病医療費 159,430 → 134,402

説　明

指定難病に罹患した患者及び慢性疾病により長期に療養を要する児童への医療
費の助成を行う経費

難病の患者に対する医療等に関する法律に基づき、指定難病に係る治療
を受けた場合の医療費及びそれに係る審査支払手数料を負担する経費

児童福祉法に基づき、慢性疾病に係る治療を受けた場合の医療費及びそ
れに係る審査支払手数料を負担する経費

説　明
母子保健法第２０条に基づく未熟児養育医療費の県負担分

説　明

精神障害のある人の自立支援医療に要する経費

精神障害のある人の自立支援医療に関するレセプトの審査及び支払事務
に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 子ども・子育て支援新制度給付費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 7,627,578 ） （ 8,725,805 ） （ 8,725,805 ）

8,566,465 8,793,810 8,793,810

１．施設型給付費 6,933,167 → 7,946,744

２．地域型保育給付費 606,767 → 623,485

３．施設等利用給付費 87,644 → 155,576

４．無償化対応事務費 938,887 → 68,005

分　類 事　項　名 児童手当費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 4,725,344 ） （ 4,615,027 ） （ 4,615,027 ）

4,725,344 4,615,027 4,615,027

4,725,344 → 4,615,027

児童手当の額
３歳未満 １人当たり月額15,000円

３歳以上小学校修了前
・第１子・第２子 １人当たり月額10,000円
・第３子以降 １人当たり月額15,000円

中学生 １人当たり月額10,000円

所得制限以上の者 １人当たり月額 5,000円
(0歳から中学生)

説　明

児童手当法に基づき、市町村が児童手当を支給するために要する経費の県負担
分

子ども・子育て支援法に基づく、施設型給付及び地域型保育給付等の県負担分
等に要する経費

幼稚園、保育所及び認定こども園に対する運営費の県負担分

地域型保育事業に対する運営費の県負担分

子育てのための施設等利用給付費の県負担分

幼保無償化に伴う市町村事務費

説　明

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 児童保護費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 2,907,739 ） （ 3,166,066 ） （ 3,166,066 ）

3,907,554 4,177,978 4,177,978

１．児童保護費 3,906,993 → 4,177,477

２．支払事務費 561 → 501

分　類 事　項　名 児童扶養手当費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 265,115 ） （ 213,268 ） （ 213,268 ）

397,672 319,901 319,901

397,672 → 319,901

支給額（月額）
全部支給 42,910円
一部支給 42,900円～10,120円
第２子加算 10,140円～  5,070円
第３子以降加算   6,080円～  3,040円

児童扶養手当法に基づき、実質的に父又は母のいない児童を監護している母又
は父等に支給される児童扶養手当の支給に要する経費

児童保護措置費の支弁や障害児入所給付費等の給付に要する経費

要保護児童の心身とも健全な育成を図るための保護措置及び契約による障害児
施設利用児童の障害児入所給付費等に要する経費

児童保護措置等に関するレセプトの審査及び支払事務に要する経費説　明

説　明

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 特別障害者手当等給付費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 6,242 ） （ 6,480 ） （ 6,480 ）

24,961 25,917 25,917

１．特別障害者手当 18,104 → 20,237

月額： 27,200円

２．障害児福祉手当 6,681 → 5,502

月額： 14,790円

３．経過的福祉手当 176 → 178

月額： 14,790円

説　明

精神、知的又は身体に障害を有する者の福祉の向上を図るため、在宅の重度障
害のある人に対して特別障害者手当等を支給する経費

20歳以上であって、著しく重度の障害の状態にあるため、日常生活におい
て常時特別の介護を必要とする者に支給

重度の障害の状態にあるため、日常生活において常時介護を必要とする
20歳未満の障害のある子どもに支給

昭和61年４月の改正国民年金法施行時、従来の福祉手当受給資格者で
あって、特別障害者手当支給要件非該当者に支給（障害年金受給者を除
く）

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 自立支援給付費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 10,059,174 ） （ 10,080,049 ） （ 10,080,049 ）

10,059,174 10,080,049 10,080,049

１．介護給付費 5,123,856 → 5,223,899

２．訓練等給付費 3,908,006 → 3,855,843

３．自立支援医療費 694,950 → 672,485

４．療養介護医療費 112,062 → 108,389

５．補装具給付費 85,452 → 85,187

６．地域相談支援給付費 4,342 → 5,742

７．計画相談支援給付費 130,506 → 128,504

説　明

障害のある人が、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な
福祉サービス等を給付するために要する経費の県負担分

日常生活を営む上で必要な介護サービスを受けた際の費用の全部又は一
部を支給

単身で地域生活を営む障害のある人等を対象に、２４時間の相談支援を受
けた際の費用等を支給

支給決定時のサービス等利用計画の作成や支給決定後のサービス等利用
計画の見直し費用を支給

身体機能を補って、生活しやすくするために必要な用具の購入・修理に係
る費用の全部又は一部を支給

身体障害のある人（子ども）の機能回復のために必要な医療に要する費用
の全部又は一部を支給

常時、医療と介護を要する者であって、病院その他の施設で提供される医
療に係る費用の全部又は一部を支給

身体機能の回復訓練や生活訓練、就労に必要な訓練・支援を受けた際の
費用の全部又は一部を支給

   （　　　　）は一般財源
－　9　－



令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 生活保護費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 280,877 ） （ 272,962 ） （ 272,962 ）

893,584 910,735 910,735

１．生活保護費 731,533 → 758,064

２．居住地不明分負担金等 162,051 → 152,671

分　類 事　項　名 生活困窮者自立支援費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 180 ） （ 180 ） （ 180 ）

720 720 720

720 → 720

説　明

生活困窮者が離職等により住宅を失った場合又はそのおそれが高い場合に家賃
相当の住居確保給付金を支給するための経費

説　明

生活に困窮する全ての国民に対し、その困窮の程度に応じ必要な保護を行い、
その最低限度の生活を保障し、その自立を助長するための経費

被保護者の生活を保障するための生活扶助費、医療扶助費等を支給する
ための経費

居住地が明らかでない被保護者に対して市町村が支払った保護費等の一
部を負担するための経費、自活できない被保護者が保護施設に入所した
場合の費用を施設へ支給するための経費等

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 後期高齢者医療費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 26,552,323 ） （ 27,119,715 ） （ 27,119,715 ）

26,552,323 27,119,715 27,119,715

１．療養給付費県負担金 21,184,333 → 21,631,483

２．基盤安定事業負担金 4,083,647 → 4,117,044
・低所得者支援

・被扶養者支援

３．高額医療費負担金 1,284,343 → 1,371,188

分　類 事　項　名 岡山県後期高齢者医療財政安定化基金積立金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

4,353 4,340 4,340

4,353 → 4,340

被保険者の保険料負担の緩和を図り、低所得者に対する保険料負担の軽
減を図るための経費

説　明

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、後期高齢者医療の財政の安定化
に資するため、県に設置した後期高齢者医療財政安定化基金の積立てに要する
経費

説　明

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、岡山県後期高齢者医療広域連合
が行う医療給付及び保険料軽減等に係る経費の県負担分

後期高齢者医療に係る保険給付に要する費用の県負担分

後期高齢者医療制度に加入することによって新たに保険料負担が生じるこ
ととなる者への激変緩和を図るための保険料軽減に要する経費

高額な医療費の発生による広域連合の財政リスクの緩和を図るため、高額
な医療費のうち保険料で賄うべき部分の費用負担

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 介護給付費負担金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 26,557,548 ） （ 27,246,012 ） （ 27,246,012 ）

26,557,548 27,246,012 27,246,012

１．介護給付費負担金 24,844,365 → 25,197,088

２．地域支援事業県交付金 1,368,857 → 1,424,027
地域支援事業（介護予防等の事業）に要する費用の県負担金

３．低所得者保険料軽減負担金 344,326 → 624,897

分　類 事　項　名 岡山県介護保険財政安定化基金積立金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

6,863 6,863 6,863

6,863 → 6,863

説　明

介護保険法に基づき、保険者（市町村）の介護保険の財政の安定化に資するた
め、県に設置した介護保険財政安定化基金への積立てに要する経費

説　明

介護保険法に基づき、保険者（市町村）が行う介護給付及び地域支援事業等に
係る経費の県負担分

介護給付に要する費用の県負担金

低所得者（世帯非課税対象者）に係る第１号保険料の本人負担軽減に要
する費用の県負担金

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 国民健康保険費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 17,736,904 ） （ 16,526,730 ） （ 16,526,730 ）

17,736,904 16,526,730 16,526,730

１．岡山県国民健康保険事業特別会計繰出金

(1)保険給付費等負担金 9,328,653 → 8,812,874

(2)高額医療費負担金 1,323,058 → 1,347,425

(3)特定健康診査・保健指導負担金 191,486 → 180,218

(4)保険者業務費（職員費） 68,789 → 65,861
 国民健康保険の保険者の業務を行う職員の給与費

２．保険基盤安定事業負担金 6,824,918 → 6,120,352
・保険料軽減分

・保険者支援分

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
（ 98,623,131 ） （ 99,875,891 ） （ 99,875,891 ）

103,193,860 103,588,711 103,588,711

説　明

社会保障
関係費計

保険料（税）軽減の対象となった低所得者数に応じて保険料（税）の一定割
合を補填するための費用負担

国民健康保険法に基づき、保険者（市町村）が行う医療給付及び保険料軽減等
に係る経費の県負担分

国民健康保険の財政安定化を図るための保険給付費等の一部負担

国民健康保険事業の実施に関する収入支出の管理は、特別会計で行う
が、保険給付費等負担金等、県が負担すべき経費として一般会計から特別
会計に繰出す経費

国民健康保険の高額医療費における負担緩和を図るための費用の一部負
担

市町村が実施する特定健康診査・保健指導に要する費用の一部負担

被保険者の保険料（税）軽減相当分の補填に要する費用負担

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 原爆被爆者対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 822 ） （ 879 ） （ 879 ）

564,856 520,862 520,862

１．検査費 10,028 → 9,749

２．手当金 554,828 → 511,113

分　類 事　項　名 災害救助基金積立金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

1,187 1,112 1,112

1,187 → 1,112

分　類 事　項　名 災害救助費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 1,103,349 ） （ 316,204 ） （ 316,204 ）

2,758,374 790,509 790,509

災害救助法による救助を行うための経費

１．応急仮設住宅借上費 2,555,000 → 649,969
みなし仮設住宅の供与に要する経費

２．応急仮設住宅（建設型）関連経費 0 → 140,540
建設型応急仮設住宅の供与に要する経費

（参考）市町村繰替支弁費 203,374 → 0

説　明

説　明

市町村が行った救助に要する経費について、市町村に交付するための経
費

説　明

原爆被爆者に対する健康診断の実施に要する費用

原爆被爆者に対する医療特別手当、健康管理手当等の各種手当の支給に要
する費用

災害救助法の規定に基づき、救助の実施に係る費用の財源として、県に設置し
た災害救助基金への積立に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 予防接種事故救済給付費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 12,495 ） （ 10,891 ） （ 10,891 ）

37,483 32,673 32,673

37,483 → 32,673

分　類 事　項　名 感染症予防費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 102 ） （ 102 ） （ 102 ）

399 399 399

399 → 399

分　類 事　項　名 公害健康被害者救済対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

106,414 99,191 99,191

公害健康被害補償対策費 106,414 → 99,191

分　類 事　項　名 国庫支出金返納金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 100,000 ） （ 100,000 ） （ 100,000 ）

100,000 100,000 100,000

100,000 → 100,000
国庫支出金の精算に伴う返納に要する経費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
（ 1,216,768 ） （ 428,076 ） （ 428,076 ）

3,568,713 1,544,746 1,544,746
義務的 前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
経費 （ 105,365,178 ） （ 105,838,041 ） （ 105,838,041 ）

分類計 112,528,321 110,917,137 110,917,137

その他計

説　明

説　明
予防接種により被害を受けた者に対して市町村が給付する医療費、障害年金等
の経費補助

感染症入院患者の医療に関する費用を公費負担するための経費
説　明

公害健康被害認定患者及びその遺族に対する障害補償費、療養費等の各種補償給
付に要する経費説　明

   （　　　　）は一般財源
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令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 総合福祉・ボランティア・ＮＰＯ会館管理運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 335,647 ） （ 131,695 ） （ 131,695 ）

360,601 137,344 137,344

360,601 → 137,344

分　類 事　項　名 保健所運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 80,077 ） （ 75,256 ） （ 75,256 ）

80,614 75,654 75,654

80,614 → 75,654
保健所の運営等に要する経費

分　類 事　項　名 地域福祉推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 171,552 ） （ 163,834 ） （ 163,834 ）

171,752 164,034 164,034

171,752 → 164,034

分　類 事　項　名 援護・恩給業務推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 3,568 ） （ 4,106 ） （ 4,106 ）

3,568 4,106 4,106

3,568 → 4,106

社会福祉法、民生委員法及び児童福祉法に基づき、民生委員、児童委員の指
導等を行うための経費

説　明
戦傷病者・戦没者遺族等の援護、旧軍人・軍属の恩給に係る業務に要する経費

説　明

説　明

説　明

総合福祉・ボランティア・ＮＰＯ会館、福祉相談センター及び聴覚障害者センター
の管理運営に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 地域福祉行政運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 59,925 ） （ 56,145 ） （ 56,145 ）

59,925 56,145 56,145

59,925 → 56,145
県民局健康福祉部等の業務運営に要する経費

分　類 事　項　名 社会福祉事業指導費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 25,450 ） （ 25,196 ） （ 25,196 ）

25,450 25,196 25,196

25,450 → 25,196
社会福祉事業全般の指導運営に要する経費

分　類 事　項　名 県立施設職員勤務改善費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 23,984 ） （ 29,573 ） （ 29,573 ）

23,984 29,573 29,573

23,984 → 29,573
県立社会福祉施設の宿日直及び夜勤時等の代替職員の確保に要する経費

分　類 事　項　名 保健事業管理費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 9,206 ） （ 9,206 ） （ 9,206 ）

9,206 9,206 9,206

9,206 → 9,206

分　類 事　項　名 救急医療体制整備運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 41,838 ） （ 40,835 ） （ 40,835 ）

57,981 58,691 58,691

57,981 → 58,691

説　明

医療機関の応需情報等を登録し、平常時の救急医療の確保、情報提供、医療機関
の連携と、災害時の医療救護の確保を図るための経費

説　明

説　明

保健福祉行政の円滑な推進及び保健衛生功労者表彰等に要する経費
説　明

説　明

   （　　　　）は一般財源
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令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 衛生関係従事者試験免許登録費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 1,430 ） （ 1,430 ）

21,521 22,540 22,540

21,521 → 22,540
衛生関係従事者の資格試験の実施、免許の交付・登録に要する経費

分　類 事　項　名 医療行政運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 25,532 ） （ 31,320 ） （ 31,320 ）

28,549 34,453 34,453

28,549 → 34,453
医療施設の監視指導及び医療審議会等の運営に要する経費

分　類 事　項　名 精神障害者相談業務費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 21,665 ） （ 22,126 ） （ 22,126 ）

21,665 22,126 22,126

21,665 → 22,126

分　類 事　項　名 母子衛生行政指導費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 3,007 ） （ 3,006 ） （ 3,006 ）

3,051 3,051 3,051

3,051 → 3,051
市町村における母子保健事業の推進を図るための行政指導等に要する経費

説　明

説　明

説　明

岡山県地域移行促進センターで行う24時間電話相談及びホステル事業等に要
する経費

説　明

   （　　　　）は一般財源
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令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 精神保健福祉センター運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 14,639 ） （ 16,360 ） （ 16,360 ）

19,760 21,763 21,763

19,760 → 21,763
精神保健福祉センターの運営に要する経費

分　類 事　項　名 「健康の森」管理費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 24,824 ） （ 25,561 ） （ 25,561 ）

24,824 25,561 25,561

24,824 → 25,561
「健康の森」の施設管理及び利用促進に要する経費

分　類 事　項　名 健康推進業務運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 81,308 ） （ 83,599 ） （ 83,599 ）

116,840 119,348 119,348

116,840 → 119,348

分　類 事　項　名 食品衛生指導費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 9,289 ） （ 7,282 ） （ 7,282 ）

43,136 44,666 44,666

43,136 → 44,666
食品衛生関係法令等に基づく営業者に対する監視指導等に要する経費

説　明

岡山県南部健康づくりセンターや環境保健センターの管理運営等に要する経費

説　明

説　明

説　明

   （　　　　）は一般財源
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令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 食品衛生試験検査費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 43,775 ） （ 41,869 ） （ 41,869 ）

43,775 41,869 41,869

43,775 → 41,869
食品添加物、残留農薬、食中毒菌等の検査に要する経費

分　類 事　項　名 生活衛生営業等取締費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 2,177 ） （ 2,300 ） （ 2,300 ）

3,968 3,999 3,999

3,968 → 3,999

分　類 事　項　名 と畜検査費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 10,563 ） （ 9,395 ） （ 9,395 ）

14,074 12,999 12,999

14,074 → 12,999
食肉衛生検査所の管理運営等に要する経費

分　類 事　項　名 水道指導管理費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 340,513 ） （ 340,253 ） （ 340,253 ）

340,513 340,253 340,253

340,513 → 340,253

説　明

水道施設の水質を確保するための指導取締・水質検査に要する経費及び岡山県
広域水道企業団に県が保有する調整水量に係る管理費等負担金

説　明

生活衛生関係営業施設の営業許可及び監視指導並びに有害物質を含む家庭
用品の試買検査等に要する経費

説　明

説　明

   （　　　　）は一般財源
－　20　－



令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 動物愛護管理費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 106,709 ） （ 108,407 ） （ 108,407 ）

119,487 120,153 120,153

119,487 → 120,153
動物愛護センターの管理運営等に要する経費

分　類 事　項　名 薬事関係取締費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 1,164 ） （ 1,174 ） （ 1,174 ）

7,253 7,088 7,088

7,253 → 7,088

分　類 事　項　名 難病対策推進運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 30,560 ） （ 31,107 ） （ 31,107 ）

32,242 32,976 32,976

32,242 → 32,976

分　類 事　項　名 保育士試験登録費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

5,753 5,775 5,775

5,753 → 5,775
保育士資格の登録に要する経費

新規登録者見込　1,298件

説　明

説　明

薬事関係法令に基づく取締、許認可及び免許交付等に要する経費説　明

説　明 指定難病患者及び小児慢性疾病児童等に対する医療費支給に係る審議会の開
催等に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 児童福祉推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 8,504 ） （ 8,449 ） （ 8,449 ）

8,504 17,655 17,655

8,504 → 17,655
児童福祉関係全般の指導・運営に要する経費

分　類 事　項　名 児童相談所運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 33,853 ） （ 43,540 ） （ 43,540 ）

36,854 47,035 47,035

36,854 → 47,035
児童相談所の運営に要する経費

分　類 事　項　名 ひとり親家庭福祉増進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 8,643 ） （ 10,008 ） （ 10,008 ）

8,643 10,008 10,008

8,643 → 10,008

分　類 事　項　名 女性相談所等運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 13,012 ） （ 15,329 ） （ 15,329 ）

22,884 27,224 27,224

22,884 → 27,224
女性相談所の運営等に要する経費

説　明

説　明

【一部重点
事業】

ひとり親家庭等の相談に応じ指導を行う母子・父子自立支援員の活動等に要す
る経費

説　明

説　明

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 児童福祉施行費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 8,535 ） （ 6,474 ） （ 6,474 ）

9,183 7,207 7,207

9,183 → 7,207

分　類 事　項　名 県立児童福祉施設運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 12,061 ） （ 9,750 ） （ 9,750 ）

37,376 34,773 34,773

37,376 → 34,773
県立児童福祉施設の運営及び児童の処遇に要する経費

分　類 事　項　名 視覚障害者福祉センター運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 11,928 ） （ 13,189 ） （ 13,189 ）

23,855 29,583 29,583

23,855 → 29,583

分　類 事　項　名 知的障害者福祉対策運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 917 ） （ 924 ） （ 924 ）

917 924 924

917 → 924

説　明
視覚障害者センターの管理運営に要する経費

説　明
療育手帳の発行・交付に要する経費

説　明

児童福祉法、児童扶養手当法、母子及び父子並びに寡婦福祉法等の施行に関
する経費

説　明

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 障害者福祉施設等運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 71,270 ） （ 74,453 ） （ 74,453 ）

76,272 79,361 79,361

76,272 → 79,361
県立障害者福祉施設の管理運営に要する経費

分　類 事　項　名 障害者福祉推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 18,745 ） （ 25,052 ） （ 25,052 ）

19,046 25,392 25,392

19,046 → 25,392

分　類 事　項　名 生活保護システム等運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 24,514 ） （ 4,486 ） （ 4,486 ）

24,514 4,486 4,486

24,514 → 4,486
生活保護システム等の運営に要する経費

分　類 事　項　名 生活困窮者自立支援推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 5,580 ） （ 6,386 ） （ 6,386 ）

22,320 25,544 25,544

22,320 → 25,544
生活困窮者自立相談支援を行うために要する経費

障害者関係法令に基づく障害者福祉の推進及び指導等に要する経費

説　明

説　明

説　明

説　明

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 高齢者保健福祉対策推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 22,716 ） （ 30,540 ） （ 30,540 ）

22,908 33,192 33,192

22,908 → 33,192
各種高齢者施策の推進に要する経費

分　類 事　項　名 国民健康保険運営指導費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 10,870 ） （ 11,744 ） （ 11,744 ）

10,870 11,744 11,744

10,870 → 11,744

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
運営費計 （ 1,718,120 ） （ 1,521,359 ） （ 1,521,359 ）

1,963,638 1,772,697 1,772,697

説　明

説　明

国民健康保険の保険者の業務運営指導等に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 社会福祉事業助成費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 70,421 ） （ 70,421 ） （ 70,421 ）

120,650 120,650 120,650

１．社会福祉協議会育成費補助金 10,692 → 10,692

２．福祉サービス苦情解決事業費 7,298 → 7,298

３．日常生活自立支援事業費 58,160 → 58,160

４．社会福祉協議会育成強化費 27,000 → 27,000

５．地域生活定着促進事業費 17,500 → 17,500

説　明

地域福祉活動の振興を図るための専門職員である福祉活動指導員の設置に
要する経費に対する補助

福祉サービスに関する利用者からの苦情を適切に解決するため、岡山県社会
福祉協議会が設置する中立の第三者機関である「運営適正化委員会」におい
て、苦情解決の相談、助言、調査又は斡旋を行う経費に対する補助

高齢であり又は障害を有するため、矯正施設退所後に自立した生活を営むこと
が困難な方に対し、保護観察所と協働して、退所後直ちに福祉サービス等を利
用できるよう支援を行う「岡山県地域生活定着支援センター」を設置・運営する
経費

認知症高齢者、知的障害のある人、精神障害のある人等のうち判断能力が不
十分な方が地域において自立した生活が送れるよう、利用者との契約に基づ
き、福祉サービスの利用援助等を行うための経費に対する補助

県内の社会福祉事業の能率的運営と組織活動を促進し、福祉サービス利用者
の利益の保護及び地域福祉の増進を図る岡山県社会福祉協議会に対する負
担金

   （　　　　）は一般財源
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令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 福祉人材確保等推進事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 28,720 ） （ 30,819 ） （ 30,819 ）

82,640 117,643 117,643

１．福祉人材センター運営事業費 18,791 → 18,791

２．介護福祉士等修学資金貸付事業費 11,505 → 13,604

３．外国人介護福祉士候補者受入施設 51,644 → 53,248
学習支援事業費

４．外国人介護人材受入環境整備事業費 700 → 2,000

５．介護職チームケア実践力向上推進事業費【新】 0 → 30,000

説　明

質の高い人材の福祉職場への就業と就業した人材の定着を図るため、岡山県
社会福祉協議会に設置した福祉人材センターにおいて無料職業紹介、広報、
啓発等を行う経費

県内の社会福祉士又は介護福祉士の確保を図るため、介護福祉士等の養成
施設の在学者で、卒業後指定業務に従事しようとする者に対する修学資金等
の貸付に要する経費

介護職員の専門性等に応じた体制整備とリーダー的介護職員の育成等によ
り、介護人材参入の促進を図る経費に対する補助

経済連携協定に基づき、事業所が受け入れている外国人介護福祉士候補者
の就労上必要な日本語能力向上や、資格取得に要する研修の実施に必要な
経費に対する補助

介護技能向上のための集合研修の実施に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 社会福祉施設等指導事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 2,401 ） （ 3,569 ） （ 3,569 ）

11,901 9,069 9,069

１．社会福祉施設等指導監査充実強化事業費 882 → 857

２．福祉サービス第三者評価事業費 663 → 691

３．福祉事務所現任訓練事業費 856 → 856

４．小規模法人のネットワーク化による 4,000 → 4,000
協働推進事業費

【重点事業】 1,500 → 2,665
体制構築事業費【一部新】

（参考）社会福祉法人会計監査人設置モデル事業費 4,000 → 0
社会福祉法人の会計監査人をモデル的に設置するための補助

小規模な社会福祉法人等の地域貢献事業の推進を図るため、法人間のネット
ワーク化や法人による協働事業を推進するための経費

社会福祉法人・施設の指導監査に従事する職員に対し、指導監査に必要な情
報等に関する研修を実施するための経費

事業者の提供するサービスを専門的かつ客観的な立場から評価する第三者評
価機関を設置し、その評価結果を公表するための経費

社会福祉施設に対する指導監督や、福祉事務所等において社会福祉行政に
従事する職員の資質向上等に要する経費

５．岡山ＤＷＡＴ（災害派遣福祉チーム）

岡山ＤＷＡＴ（災害派遣福祉チーム）の体制構築に要する経費等

説　明

   （　　　　）は一般財源
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令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 災害救助対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 28,676 ） （ 251,173 ） （ 251,173 ）

142,053 351,660 351,660

１．災害救助対策費 414 → 631

【重点事業】 ２．災害時における福祉支援体制整備事業費 2,175 → 756

【重点事業】 ３．応急仮設住宅維持管理費 22,128 → 16,470

【重点事業】 ４．被災者見守り・相談支援事業費 103,147 → 90,541

【重点事業】 ５．おかやまこころのケア事業費 13,642 → 13,262

【重点事業】 ６．転居費用助成事業費 0 → 230,000

（参考）災害時ペット対応啓発事業費 547 → 0

おかやまこころのケア相談室の設置・運営に要する経費

自然災害の被災者に対する見舞金・弔慰金の給付等に要する経費

災害時における自助を基本としたペット対応に関するシンポジウムの開催に要
する経費

説　明

応急仮設住宅入居者の転居に必要な費用を助成するための経費

岡山県くらし復興サポートセンターの設置・運営及び孤立防止のための見守り
等を行う市町村を支援するための経費

建設型応急仮設住宅の維持管理に要する経費について、市町村に交付する
ための経費

災害時の福祉支援を目的に、関係団体との会議等による検討課題の整理や知
識の向上を図るとともに、県と市町村や関係団体を含めた包括的な協定を締結
し、社会福祉施設間の相互応援関係の構築等を促進するための経費

   （　　　　）は一般財源
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令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 地域健康づくりシステム強化事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 4,483 ） （ 4,544 ） （ 4,544 ）

5,154 5,220 5,220

5,154 → 5,220

分　類 事　項　名 健康危機管理体制整備事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 1,080 ） （ 1,080 ） （ 1,080 ）

1,080 1,080 1,080

1,080 → 1,080

分　類 事　項　名 原爆被爆者対策事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 25,163 ） （ 22,741 ） （ 22,741 ）

54,964 50,959 50,959

１．被爆二世健康診断調査事業費 2,842 → 2,744

２．手当金（事務費） 4,312 → 4,345

３．慰霊事業費 300 → 300

４．相談事業費等 1,569 → 1,569

５．福祉事業費 45,941 → 42,001

原爆被爆者に対して、適切な助言指導を行うとともに、定期健康診断の奨励等
を行うための経費

介護保険制度による特別養護老人ホーム等への入所、訪問介護、通所介護等
を利用する原爆被爆者の利用者負担を軽減するための費用

原爆被爆者二世に対する健康診断の実施に要する費用

説　明

保健所が地域における保健福祉活動の拠点として新しい地域ニーズに対応で
きるよう機能を強化するために要する経費

説　明

原爆被爆者に対する医療特別手当、健康管理手当等の各種手当の支給事務
に要する費用

原爆死没者を慰霊し永遠の平和を祈念するため、被爆者団体等が行う慰霊式
典に対する補助

岡山県健康危機管理対策要綱に基づき、健康危機事案発生時の組織体制を
維持するために要する経費

説　明

   （　　　　）は一般財源
－　30　－



令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 民間福祉施設職員等特別対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 427,131 ） （ 411,951 ） （ 411,951 ）

427,131 411,951 411,951

社会福祉施設職員退職手当共済事業給付費 427,131 → 411,951

分　類 事　項　名 岡山県福祉基金積立金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

2,581 2,564 2,564

2,581 → 2,564

分　類 事　項　名 岡山県社会福祉施設整備基金積立金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

1,400 1,348 1,348

1,400 → 1,348

分　類 事　項　名 戦傷病者・遺族等援護費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 332 ） （ 332 ） （ 332 ）

12,893 30,363 30,363

12,893 → 30,363

説　明

説　明

説　明

社会福祉法人が経営する社会福祉施設等の職員の退職手当を支給するた
め、（独）福祉医療機構が実施する退職手当共済事業の経費に対する補助

旧軍人軍属等の恩給進達、戦没者叙勲、戦傷病者等の援護、引揚者特別交
付金の事務処理、中国帰国孤児等の定着自立促進、戦傷病者戦没者遺族等
の援護及び特別給付金等支給の事務処理に要する経費

説　明

社会福祉事業に関する施設の整備に要する経費の財源として、県が設置した
社会福祉施設整備基金への積み立てに要する経費

地域の社会福祉の増進に資するため、県が設置した福祉基金への積み立てに
要する経費

   （　　　　）は一般財源
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令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 戦争犠牲者等援護対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 13,837 ） （ 13,942 ） （ 13,942 ）

13,837 13,942 13,942

13,837 → 13,942

分　類 事　項　名 保健所設置市委譲事務等交付金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 25,147 ） （ 32,117 ） （ 32,117 ）

25,147 32,117 32,117

25,147 → 32,117

分　類 事　項　名 保健所政令市助成対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 108,692 ） （ 28,205 ） （ 28,205 ）

108,692 28,205 28,205

保健所建設費補助金 108,692 → 28,205

説　明

説　明

岡山市及び倉敷市の保健所政令市移行に際して、新たに整備した岡山市中
央保健所及び倉敷市保健所の建設費の一部に対する助成

戦争犠牲者等の福祉増進を図るために要する経費

説　明

岡山市及び倉敷市の保健所政令市移行に伴って委譲する事務に係る交付金

   （　　　　）は一般財源
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令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 地域保健医療体制推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 18,556 ） （ 18,943 ） （ 18,943 ）

19,223 19,610 19,610

１．地域保健医療体制推進事業費 983 → 983

２．医療費適正化進行管理事業費 488 → 488

３．死因究明等推進事業費 1,334 → 1,334

４．医療連携体制整備事業費 1,861 → 2,474

５．幸福な長寿社会実現事業費 12,743 → 13,017

６．医薬品の適正使用推進事業費 1,814 → 1,314

自分らしい療養生活を人生の最終段階まで含めて考え、家族等と話し合い、家
族・関係者に希望を伝え、これをかなえる環境を整えるための経費

岡山県死因究明等推進協議会や死亡診断等が適切に行われるための研修会
の開催等に要する経費

説　明

脳卒中、急性心筋梗塞及び心不全に係る医療連携を推進するため、医療連携
体制検討会議の開催等に要する経費

第３期岡山県医療費適正化計画の評価及び進行管理等を行うため、岡山県医
療費適正化推進協議会の開催等に要する経費

第３次岡山県がん対策推進計画の評価及び進行管理等を行うため、岡山県が
ん対策推進協議会の開催等に要する経費

多剤投与による副作用などの有害事象の防止や残薬の削減等を図るため、検
討会議の開催等に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 へき地医療支援事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 161,100 ） （ 169,100 ） （ 169,100 ）

200,763 225,617 225,617

１．へき地医療支援機構運営費 8,004 → 8,004

２．へき地医療拠点病院運営費 40,454 → 40,454

３．へき地診療所設備整備費 10,565 → 20,906

４．へき地診療所運営費 4,869 → 4,782

５．済生丸運営費補助金 5,500 → 5,500

６．自治医科大学分担金 131,371 → 132,771

７．へき地医療拠点病院設備整備費 0 → 13,200
へき地医療拠点病院の設備整備に対する補助

市町村が設置・運営するへき地診療所において運営上生じた赤字額の一部に
対する補助

説　明

無医地区等を対象とした巡回診療及びへき地診療所への医師派遣等を行う
「へき地医療拠点病院」に対する運営費補助

へき地勤務医師を養成することを目的として全都道府県が共同で設置した
自治医科大学の運営に要する分担金

全県一元的にへき地医療に係る事業の企画・調整等を行い、円滑かつ効率的
に実施する「へき地医療支援機構」の運営に要する経費

市町村が設置・運営するへき地診療所の医療機器整備に対する補助

瀬戸内海離島住民の医療の確保、向上を図るため、（福）恩賜財団済生会
が運航する瀬戸内海巡回診療船「済生丸」に対する運営費補助

   （　　　　）は一般財源
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令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 医師確保・医療体制整備事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 63,167 ） （ 61,125 ） （ 61,125 ）

259,864 251,257 251,257

１．地域における医療対策協議会 4,117 → 4,433

２．医学部地域枠医師養成緊急確保事業費 57,952 → 55,527

奨学金：１人当たり２４０万円（年額）

３．周産期医療対策推進事業費 197,022 → 190,524

４．歯科医療安全管理体制推進特別事業費 773 → 773

分　類 事　項　名 医療施設等施設整備費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 15,354 ） （ 25,376 ） （ 25,376 ）

193,648 534,531 534,531

１．医療施設防火設備整備事業費 162,940 → 267,050

２．医療施設等耐震整備事業費 0 → 216,205

３．救命救急センター等設備整備事業費 30,708 → 50,746

４．在宅人工呼吸器使用者非常用電源 0 → 530
整備事業費【新】

分娩取扱施設の新築、増築等に対する補助

医師不足が深刻な地域で地域医療を担う医師を確保するため、大学医学部に
確保した地域枠の学生に奨学金を貸し付ける経費

説　明

安全で安心な質の高い歯科医療提供体制を整備するため、歯科医療機関従
事者等の医療安全に関する知識と技術の向上を図る研修等の実施に要する
経費

説　明

救命救急センター、高度救命救急センター及び地域災害拠点病院等が行う医
療機器等の整備に対する補助

有床診療所、病院及び有床助産所が行う防火設備の整備に対する補助

医療施設の耐震補強、耐震化のための新築建替え、増改築に対する補助

（１年生４人、２年生２人、３年生２人、４年生７人、５年生４人、６年生４人）

地域医療を担う医師の確保対策、産科・小児科医療の連携体制の確保等の検
討を行う協議会の運営に要する経費

停電時に備えて患者に貸し出せる簡易自家発電装置等に対する補助

出産前後の母体及び胎児、新生児の一貫した管理を行う総合（地域）周産期
母子医療センターの運営費に対する補助等

   （　　　　）は一般財源
－　35　－



令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 看護師等対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 82,111 ） （ 74,238 ） （ 74,238 ）

90,266 82,263 82,263

１．管理指導費 1,295 → 1,984

２．看護師等就労促進事業費 16,411 → 17,710

３．看護学生奨学資金貸付金・奨学金 15,596 → 7,116
貸与運営指導費

４．看護職員就業相談員派遣面接相談事業費 365 → 365

５．助産師活用推進事業費 1,886 → 1,886

６．院内保育運営事業補助金 11,651 → 10,455

７．看護師等養成所運営事業補助金 35,993 → 35,993

８．看護師等業務従事者届事業費 0 → 1,688

９．特定地域看護職員確保支援事業費 7,069 → 2,066

10．看護師の特定行為研修受講料補助事業費【新】 0 → 3,000

看護師の再就業支援のため、就労支援相談員がハローワークと協働して求職
者の就労相談や求人医療機関との調整を行うことに要する経費

看護職員の人材確保及び在宅医療の推進を図るため、未就業の看護職員の
就業促進、看護業務のＰＲ、訪問看護従事者の資質向上等の事業の実施に要
する経費

看護学生の県内就職を促進するため、看護師等養成所の在学生に対して奨
学資金を貸し付ける経費

説　明

公的立・市町村立等病院内保育所の運営補助に要する経費

医療機関等が特定行為研修へ看護師を派遣するための経費に対する補助

看護師等業務従事者届の回収及び届出データの集計、厚生労働省への報告
に係る経費

助産師の実践能力強化のため、周産期母子医療センター等の病院と診療所等
との間で相互に行われる助産師出向の調整や評価等を行うことに要する経費

公的立看護師養成所の運営補助に要する経費

若手看護職員の構成割合が著しく低い二次保健医療圏において、新たに就業
する若手看護職員に就職準備金を支給する施設に対する補助に要する経費

看護師等養成所への実地指導、看護師等養成所連絡会議の開催等に要する
経費

奨学資金：国公立32,000円、私立36,000円、准看護師21,000円（月額）

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 岡山がんフロンティア事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 26,657 ） （ 26,657 ） （ 26,657 ）

53,083 53,083 53,083

１．がん医療水準の均てん化促進事業費 44,912 → 44,912

２．生活習慣病検診等管理指導協議会 228 → 228

３．緩和ケア推進事業費 1,825 → 1,825

４．がん患者及び家族の生活の質（ＱＯＬ） 4,117 → 4,117
維持向上支援事業費

５．妊孕性温存環境整備事業費 2,001 → 2,001

分　類 事　項　名 療養病床転換助成事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 11,927 ） （ 11,858 ） （ 11,858 ）

64,400 64,000 64,000

64,400 → 64,000

説　明

説　明

療養生活における相談・助言を行う専門家を患者会に派遣するとともに、ネット
ワーク会議の開催や、がん患者支援ピアサポーター支援事業に要する経費

県民がどこに住んでいても質の高い医療を受け安心して療養ができるよう、医
療連携体制の構築に向けたがん診療連携拠点病院等の機能充実に要する経
費補助

今後の生活習慣病対策の推進について協議する協議会の運営に要する経費

がんと診断された時から入院、在宅医療において、適切な緩和ケアを提供する
体制整備を図るため、全てのがん診療に携わる医師を対象とした緩和ケア研修
に要する経費

がん患者の妊孕性温存に関する知識を普及するため、がん治療に携わる医師
を対象とした研修やがん患者への啓発に要する経費

療養病床から介護保険施設等への転換に伴う施設整備費用の助成に要する
経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 地域医療介護総合確保事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 463,914 ） （ 569,313 ） （ 569,313 ）

4,677,666 4,420,496 4,420,496

１．岡山県地域医療介護総合確保基金積立金 1,073,365 → 1,360,006

２．岡山県地域医療介護総合確保基金積立金 325,740 → 354,621

３．岡山県地域医療介護総合確保事業費（医療分）

(1)医療機関の施設整備 622,932 → 561,599
(2)居宅等における医療の提供 74,493 → 72,070
(3)医療従事者の確保 707,503 → 672,388

４．岡山県地域医療介護総合確保事業費（介護分）

(1)介護施設等の整備 1,565,973 → 1,086,250
(2)介護従事者の確保 307,660 → 313,562説　明

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（医療分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（介護分）

岡山県医療介護総合確保基金への積立てに要する経費

岡山県医療介護総合確保基金への積立てに要する経費

岡山県計画に基づき実施する事業に要する経費

岡山県計画に基づき実施する事業に要する経費
【一部重点

事業】

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 救急医療体制整備費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 147,491 ） （ 137,778 ） （ 137,778 ）

295,451 274,448 274,448

１．ドクターヘリ導入促進事業費 254,273 → 254,926

２．救急医療従事者資質向上事業費 344 → 347

３．二次医療圏域救急医療体制推進事業費 1,946 → 2,147

４．おかやまＤＭＡＴ事業費 2,432 → 4,153

５．地域災害医療コーディネーター研修事業費 1,495 → 2,043

６．原子力災害医療体制整備事業費【新】 0 → 4,755

【重点事業】 ７．地域医療ＢＣＰ構築事業費【新】 0 → 6,077

（参考）救命救急センター運営事業費 34,961 → 0

災害時救急医療に従事するＤＭＡＴに係る協議会開催、研修実施・訓練参加
等に要する経費

二次医療圏ごとに設置する救急医療体制推進協議会等への事業委託に要す
る経費

災害時に救護班等の派遣調整業務を行う、災害医療コーディネーターを養成
する研修会開催に要する経費

説　明

岡山救急医療研究会と共同で開催する研修会等に要する経費

災害拠点病院間の連携・支援体制の構築に要する経費

救命率の向上及び広域救急搬送体制の確立を図るため、救急患者に早期に
治療を開始し、医療機関へ迅速に搬送するドクターヘリの運営費補助

原子力災害拠点病院の整備等に要する経費

重篤救急患者の医療を確保するため、高度な診療機能を有し24時間体制で患
者を受け入れる救命救急センターに対する運営費補助

   （　　　　）は一般財源
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令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 医事指導管理費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 4,578 ） （ 5,433 ） （ 5,433 ）

4,578 5,433 5,433

１．衛生検査精度管理指導対策費等 373 → 373

２．医療安全相談事業費 4,205 → 5,060

分　類 事　項　名 厚生統計調査費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 1,012 ） （ 1,033 ） （ 1,033 ）

10,432 8,741 8,741

10,432 → 8,741

説　明

説　明

衛生検査所の指導監督及び育成等に要する経費

厚生労働省の委託を受けて行う各種統計調査の実施に要する経費

患者・家族が安心して医療の提供を受けることができるよう、具体的で専門性の
高い医療相談に対応する「医療安全支援センター」を設置・運営するための経
費

   （　　　　）は一般財源
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令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 精神保健福祉推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 16,171 ） （ 18,921 ） （ 18,921 ）

54,726 57,967 57,967

１．精神保健福祉センター事業費 18,641 → 20,330

２．法施行事務費 19,054 → 19,714

３．精神保健福祉審議会等経費等 2,207 → 2,121

４．精神保健相談指導費 3,756 → 3,756

５．災害派遣精神医療チーム体制整備事業費 1,187 → 1,408

６．難治性精神疾患地域連携体制整備事業費 2,069 → 2,085

７．依存症対策総合支援事業費 6,749 → 7,217

８．てんかん地域診療連携体制整備事業費 1,063 → 1,063

９．災害拠点精神科病院設備等整備事業費【新】 0 → 273

説　明

地域における人材育成や、相談拠点機関の充実や専門医療機関の指定等、
関係機関と連携した支援体制づくりに要する経費

難治性患者の地域移行を支援するため、治療抵抗性統合失調症治療薬等の
専門治療が行えるよう関係医療機関のネットワークを構築するための経費

災害時における専門的な心のケアに関する対応が円滑に行われる体制強化を
図るための経費

精神保健福祉審議会や措置診察に要する経費等

てんかん患者が地域で専門医療を受けられるよう、医療連携協議会の開催や
地域診療連携コーディネーターの設置に要する経費

岡山県災害拠点精神科病院の設備等の整備に対する補助

精神保健福祉法等に基づく精神医療審査会の開催、指定病院等指導監査、
精神障害者保健福祉手帳交付等の事務に要する経費

保健所で行う精神保健相談等の実施に要する経費

精神保健福祉相談、こころの電話相談及び地域精神保健福祉活動を行う保健
所・市町村等に対する相談指導、技術援助等に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 精神科救急医療システム整備事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 15,346 ） （ 16,346 ） （ 16,346 ）

30,196 31,615 31,615

１．精神科救急常時対応型医療施設等事業費 8,464 → 9,133

２．精神科病院群輪番体制整備費 21,557 → 22,305

３．連絡調整委員会運営事業費等 175 → 177

分　類 事　項　名 健康増進事業補助金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 29,089 ） （ 29,089 ） （ 29,089 ）

61,577 61,577 61,577

61,577 → 61,577

分　類 事　項　名 口腔衛生対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 2,149 ） （ 2,149 ） （ 2,149 ）

5,356 5,327 5,327

１．地域歯科保健対策事業費 1,140 → 1,142

２．子どもの歯の健康づくり支援事業費 1,346 → 1,348

３．8020健康長寿社会づくり推進事業費 954 → 954

４．フッ化物洗口モデル事業費 1,916 → 1,883

市町村が行う健康教育、健康相談、健康診査、訪問指導、総合的保健推進事
業等の健康増進事業に対する補助

休日・夜間に緊急な対応を要する精神障害のある人に対する相談、指導、診
療に必要な情報の提供及び医療機関との連絡調整を行うための経費

子どもの歯の健康づくり推進のため、保育園・児童福祉施設等に歯科衛生士
等を派遣し、歯みがき指導等を行うための経費

説　明

精神科救急医療システム整備事業の円滑かつ適正な運営等に要する経費

生涯にわたって口腔機能を確保し、高齢者が生きがいを持った生活を送ること
ができる「8020健康長寿社会」を推進する事業に要する経費

説　明

緊急な対応を要する精神障害のある人に対し、病院群輪番体制で休日・夜間
の診療体制を確保し、入院に対応するための空床確保に要する経費

説　明

学齢期のむし歯有病率を低下させるため、保育園、幼稚園及び小学校を対象
に集団フッ化物洗口を実施するモデル事業に要する経費

生涯を通じた歯科保健対策を総合的に推進するため、市町村歯科保健広域指
導システムの構築、歯科技術職員研修等に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 健康生活習慣普及促進事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 40,318 ） （ 33,529 ） （ 33,529 ）

49,118 44,206 44,206

１．行政栄養士育成事業費等 2,179 → 2,184

２．第２次健康おかやま21推進事業費等 25,804 → 22,155

３．給食施設指導強化事業費等 3,402 → 3,445

【重点事業】 ４．若者からのたばこ対策事業費 16,147 → 8,065

５．おかやま健康づくりアワード事業費 1,586 → 1,586

【重点事業】 ６．受動喫煙ゼロプロジェクト【新】 0 → 6,771

行政栄養士、栄養委員の資質向上を図る研修会等の開催に要する経費

県民の健康づくりの機運醸成等を図るため、健康経営に取り組む企業等への
表彰や運動指導等の実施に要する経費説　明

県民の健康づくりの指針となる「第２次健康おかやま２１」を推進するため、健康
づくりの環境整備や生活習慣病予防などに資する各種事業に要する経費

給食施設管理者、栄養士養成施設、食品関連事業者等への研修、指導等に
要する経費

望まない受動喫煙の防止を図るため、改正健康増進法等の普及啓発に要する
経費のほか、受動喫煙のない環境整備の促進に要する経費

たばこに関する子どもの学習プロジェクト、受動喫煙防止に係る連携会議の開
催等に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 保健所結核関係費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 10,349 ） （ 10,659 ） （ 10,659 ）

15,213 14,382 14,382

１．患者発生対応費 12,663 → 13,059

２．結核対策促進事業費 408 → 394

３．地域連携推進事業費 780 → 929

（参考）結核予防技術者地区別講習会開催事業費 1,362 → 0

分　類 事　項　名 感染症予防事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 28,987 ） （ 25,946 ） （ 25,946 ）

55,448 57,769 57,769

１．感染症予防事業費等 4,863 → 4,870

２．感染症指定医療機関運営費 20,100 → 20,100

３．感染症発生動向調査事業費等 8,240 → 8,327

４．岡山県予防接種センター運営事業費 1,792 → 1,792

【重点事業】 ５．風しん抗体検査助成事業費 7,109 → 12,430

６．感染症患者等移送ネットワーク強化事業費 9,958 → 10,250

（参考）蚊防除事業費 3,386 → 0

感染症を防ぐために有効な予防接種を安心して接種できる体制整備を行うた
め、予防接種に関する情報提供や医療相談を行う「予防接種センター」の運営
に要する経費

感染症患者に対する良質かつ適切な医療の提供を図るため、感染症指定医
療機関の運営に対する補助に要する経費

感染症に対する監視体制を充実し、流行の実態を早期・的確に把握することに
より感染症のまん延を防止するため、県内の医療機関からの届出情報の受理・
集計、検体の分析・検査に要する経費等

地域住民等に対する結核予防の知識の普及啓発、関係機関への研修会の開
催等に要する経費

妊娠を希望する女性等を対象に、先天性風しん症候群予防のための抗体検査
費用を助成する経費

説　明

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づく防疫
活動等に要する経費等

感染症媒介蚊の防除（環境快適化）等を進める経費

説　明

結核患者の医療の適否や公費負担申請に関する事項を審議する感染症診査
協議会（結核部会）の運営に要する経費及び患者の接触者を対象に行う接触
者健診に要する経費

ＤＯＴＳ事業の推進、結核診療連携拠点病院研修、結核対策連携会議の開催
に要する経費

結核対策に必要な最新の知識と技術の習得を目的とした講習会を実施するた
めの経費

重大な感染症が県内で発生した場合に、保健所、感染症指定医療機関、消防
機関が連携し、迅速かつ的確に患者を移送する体制の整備に要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　44　－
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分　類 事　項　名 肝炎対策推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 127,133 ） （ 116,753 ） （ 116,753 ）

256,952 235,983 235,983

１．肝炎対策事業費 12,039 → 11,914

２．肝炎医療費助成事業費 218,875 → 206,731

３．肝炎陽性者フォローアップ事業費 9,162 → 9,520

４．肝がん治療研究促進事業費 16,876 → 7,818

分　類 事　項　名 新型インフルエンザ等対策推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 262,291 ） （ 43,946 ） （ 43,946 ）

270,333 51,995 51,995

１．実施体制整備事業費 2,235 → 2,247

２．医療体制整備事業費 264,065 → 45,723

３．サーベイランス・情報提供体制整備事業費 4,033 → 4,025

今後の肝炎対策を充実強化するため、かかりつけ医と専門医の連携、肝炎患
者の早期発見・適切な治療の推進を図るための地域肝炎対策サポーター養成
研修会の開催、正しい知識の普及啓発等に要する経費

新型インフルエンザ等発生時の外来・入院患者を診療する医療機関が行う設
備等の整備に対する助成及び抗インフルエンザウイルス薬の備蓄に要する経
費等

肝炎ウイルスを起因とする肝がん・重度肝硬変患者の負担軽減を図るための入
院医療費助成に要する経費

インターフェロン、インターフェロンフリー及び核酸アナログ製剤治療に対する
医療費助成、慢性肝炎の早期発見・早期治療に向けた肝炎ウイルス検査の促
進等に要する経費

新型インフルエンザ等発生時の疫学調査に使用する消毒薬等の備蓄、確定診
断等に使用する検査試薬等の整備、発生時対策等の県民等への情報提供に
要する経費

説　明

説　明

感染症対策委員会、関係機関従事者を対象とした研修・訓練等の開催経費

【一部重点
事業】

肝炎ウイルス陽性者に検査費用の助成等により受診勧奨を行い、肝炎患者等
の重症化予防を図る経費

   （　　　　）は一般財源
－　45　－
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分　類 事　項　名 特定感染症対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 13,018 ） （ 12,308 ） （ 12,308 ）

20,946 19,544 19,544

１．知識普及・受検勧奨促進事業費 1,129 → 1,129

２．検査相談環境整備事業費 5,521 → 5,471

３．医療提供体制等推進事業費 3,087 → 2,975

４．性感染症専門部会費 265 → 266

５．「若い命を守る」～知ってなくそう！感染症～ 10,944 → 9,703

分　類 事　項　名 高齢者医療確保法等対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 45,813 ） （ 45,813 ） （ 45,813 ）

45,813 45,813 45,813

１．後期高齢者保健推進事業費 36,907 → 36,907

２．特定健康診査・保健指導補助金 8,906 → 8,906

説　明

説　明
国保組合が行う特定健康診査・保健指導に要する経費

後期高齢者の健康の保持・増進に資するため、後期高齢者医療広域連合が行
う後期高齢者に対する健診等の保健事業の支援に要する経費

エイズや性感染症に関する正しい知識の普及啓発及びＨＩＶ検査の受検勧奨
を図るため、啓発講座の実施及び資材作製等に要する経費

梅毒の早期診断や確実な治療継続が実施できる体制整備や子宮頸がん予防
に係る正しい知識の普及に要する経費等

エイズ医療提供体制等の充実を図るため、推進協議会設置、医療従事者等に
対する各種研修、医療体制整備等に要する経費

保健所における性感染症・ＨＩＶ検査の実施、相談、職員の技能向上に係る研
修及びエイズ治療拠点病院等におけるＨＩＶ検査の実施に要する経費

エイズ等の性感染症予防及び医療体制等に関することについて調査、審議を
行うための専門部会開催に要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　46　－



令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 地域生活支援事業費（精神）

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 3,193 ） （ 3,194 ） （ 3,194 ）

6,386 6,387 6,387

１．高次脳機能障害支援普及事業費 5,128 → 5,128

２．家族支援事業費 404 → 405

３．心の健康づくり事業費 854 → 854

分　類 事　項　名 心の健康支援事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 23,836 ） （ 27,138 ） （ 27,138 ）

59,430 65,368 65,368

１．ひきこもり予防支援事業費 7,010 → 7,691

２．地域移行支援事業費 4,517 → 3,839

３．自殺予防対策事業費 4,973 → 5,750

４．精神科在宅支援（アウトリーチ）事業費 19,370 → 21,546

５．地域自殺対策強化事業費 23,560 → 22,730

６．地域移行促進センター事業支援 0 → 3,812
モデル事業費【新】

説　明

交通事故等により脳を損傷し、記憶障害、遂行機能障害などの後遺症を有する
高次脳機能障害のある人等に対し、専門的な相談支援を行うとともに、地域生
活の支援等を提供する体制を整備するための経費

精神障害のある人を身近なところで支える家族会の強化を図るための経費

ひきこもり対策の拠点として「ひきこもり地域支援センター」を設置し、電話や面
接相談等に応じるとともに、出前座談会の開催、家庭と社会の中間的な居場所
の提供、ひきこもりサポーターの派遣等の事業を行う経費

広く県民に心の健康づくりの重要性の認識と精神障害のある人に対する正しい
知識を普及するための県民講座、セミナー及び交流会を開催する経費

地域移行促進センターの県北拠点を設置するための経費

地域の実情を踏まえた自殺予防対策を強化するための事業の実施に要する経
費

精神障害のある人等で、日常生活上の危機が生じ地域生活の維持・継続が困
難になった人を支援するために多職種アウトリーチチームを設置し、包括的な
支援の実施に要する経費

説　明

自殺予防対策の協議を行う連絡協議会の開催、かかりつけ医等を対象としたう
つ病等に係る研修、地域における自殺予防対策の拠点となる「自殺対策推進
センター」の設置・運営に要する経費

精神障害のある人の退院の促進や地域での生活を継続できる体制の整備に
要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 母子保健対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 65,540 ） （ 59,764 ） （ 59,764 ）

131,078 120,204 120,204

１．不妊治療対策事業費 123,636 → 112,084

２．ＨＴＬＶ－１母子感染対策事業費 83 → 83

３．おかやま妊娠・出産サポートセンター事業費 2,530 → 2,530

４．子どもの心の診療ネットワーク事業費 4,829 → 4,829

５．旧優生保護法一時金支給等事務費 0 → 678

説　明

妊娠・出産等に悩む者の相談に応じ、必要な助言や情報提供を行うための経
費

旧優生保護法一時金の申請受付、国への進達、医療機関等関係機関への調
査等を行うための経費

成人Ｔ細胞白血病等の原因ウイルスとされるHTLV-1に係る母子感染対策協議
会の運営経費

不妊症のため子どもを持つことができない夫婦に対し、不妊に関する相談や不
妊治療に対する助成を行うための経費等

子どもの心の問題、発達障害及び被虐待児のケアなどに対応するため、拠点
病院を中核として支援体制の構築を図るための経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 母子保健事業推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 49,941 ） （ 46,887 ） （ 46,887 ）

50,753 47,009 47,009

１．先天性代謝異常等検査事業費等 32,893 → 32,045

２．母子保健評価事業費 182 → 185

３．子どもの健やか発達支援事業費 3,968 → 3,968

４．愛育委員会育成費等 6,185 → 6,185

【重点事業】 ５．妊孕性普及啓発プロジェクト 2,004 → 1,979

６．母子健康包括支援センター強化事業費 5,521 → 2,647

中高生等の若い世代へ妊孕性をはじめ妊娠、出産に関する正しい知識を普及
するための出前講座等を実施する経費

有効かつ適切な地域母子保健医療対策を図るため、県及び市町村における母
子保健事業に係る情報の収集・分析・検討を行う経費

岡山県愛育委員連合会が地域で健康づくり活動を行う事業に要する経費補助
等

市町村が設置する母子健康包括支援センターや妊娠・出産包括支援事業（産
後ケア等）の取組強化を図るため、医療機関と連携した研修会の実施や産後う
つ病に対する正しい知識の普及啓発に要する経費

説　明

先天性代謝異常や聴覚障害の早期発見・早期治療に繋げるための各種検査
や療育環境の整備に要する経費

発達障害のある子どもの早期発見・療育のため、保健所における相談体制や
地域ケアシステムの整備に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 小児医療対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 615,279 ） （ 600,233 ） （ 600,233 ）

615,279 600,233 600,233

615,279 → 600,233

分　類 事　項　名 ハンセン病問題対策事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 5,906 ） （ 5,929 ） （ 5,929 ）

5,906 5,929 5,929

１．普及啓発事業費 3,462 → 3,418

２．委員会設置事業費 210 → 213

３．社会復帰等支援事業費 2,234 → 2,298

分　類 事　項　名 岡山県精神科医療センター運営負担金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 739,352 ） （ 737,861 ） （ 737,861 ）

739,352 737,861 737,861

739,352 → 737,861

説　明

ハンセン病問題に対する正しい知識の普及啓発、県民、地域との交流による療
養所入所者の社会復帰促進、見舞金等の支給に要する経費

地方独立行政法人岡山県精神科医療センターに対する負担金

療養所入所者の社会復帰を支援するための医療費・住宅費・介護費の助成、
療養所訪問交流による療養所全体としての社会復帰の推進等に要する経費

ハンセン病問題に対する偏見・差別解消のための啓発事業、療養所入所者の
社会復帰等を支援するための対策を協議する協議会の開催経費

説　明

説　明

小児の健康増進を図るため、小児医療費公費負担制度を設ける市町村に対し
て、患者負担分を除く自己負担額を補助基本額として市町村に補助する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 食の安全・安心推進事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 22,081 ） （ 21,817 ） （ 21,817 ）

22,081 21,817 21,817

１．岡山県食の安全・食育推進協議会運営事業費 331 → 336

２．食の安全・安心普及啓発事業費 1,421 → 1,329

３．食品検査強化事業費 5,329 → 5,152

４．食鳥検査促進事業費 15,000 → 15,000

分　類 事　項　名 生活衛生営業指導費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 11,984 ） （ 12,321 ） （ 12,321 ）

22,467 23,141 23,141

生活衛生営業指導センター事業費 22,467 → 23,141

分　類 事　項　名 公衆浴場対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 2,367 ） （ 2,300 ） （ 2,300 ）

2,367 2,300 2,300

１．設備改善補助金 1,167 → 1,100

２．経営安定補助金 1,200 → 1,200

補助対象：４施設

説　明

市町村が行う公衆浴場の設備改善等の補助事業に対する補助

県民の食への不安・不信感を払拭するためのリスクコミュニケーションの推進に
要する経費

岡山県食の安全・食育推進協議会の開催に要する経費

遺伝子組換え食品、アレルギー物質、残留農薬等の検査に要する経費

説　明

説　明
生活衛生関係営業の振興及び経営合理化等を推進するために実施する企業
診断、経営相談、経営講習会等に要する経費補助

市町村が行う公衆浴場の運営費補助事業に対する補助

指定検査機関が行う食鳥検査の円滑な実施に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 広域水道整備促進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 410,888 ） （ 367,334 ） （ 367,334 ）

1,073,319 1,287,674 1,287,674

１．岡山県広域水道企業団出資等 406,025 → 354,744

２．岡山県広域的水道水質検査設備整備費補助 4,519 → 4,519

３．岡山県生活基盤施設耐震化等補助金等 662,775 → 912,957

【重点事業】 ４．水道広域連携推進事業【新】 0 → 15,454

分　類 事　項　名 覚醒剤等薬物乱用対策事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

1,828 1,844 1,844

１．覚醒剤等薬物乱用防止推進事業費 881 → 892

２．覚醒剤等薬物乱用防止指導員 820 → 825
地区協議会運営事業費

３．麻薬中毒者措置費 127 → 127

水道施設等の耐震化の取組や老朽化対策、水道事業の広域化の取組のため
に必要な施設整備を支援する経費

岡山県広域水道企業団の経営基盤の強化・資本費負担の軽減を図るため、出
資及び貸付を行うとともに、企業団の運営経費に対し、構成団体としての応分
の負担を行うための経費

飲料水の安全・安心確保のため、岡山県広域的水道整備計画に基づく水質検
査体制の集約化を支援する経費

覚醒剤等薬物乱用防止指導員地区協議会の運営等に要する経費

水道事業者と連携を図りながら、事業者間の広域的な連携を推進するための
具体的な内容等を定めた水道広域化推進プランの策定に要する経費

麻薬中毒者に対する措置入院、鑑定の実施及び麻薬中毒審査会の運営に要
する経費

説　明

覚醒剤等薬物乱用防止指導員研修会の開催、啓発用ポスターの募集・制作、
保健所における覚醒剤等薬物相談窓口の開設等に要する経費

説　明

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 母子医療対策事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 3,764 ） （ 3,764 ） （ 3,764 ）

7,530 7,530 7,530

１．結核児童療育対策費 122 → 122

２．小児慢性特定疾病児童等自立支援事業費 7,408 → 7,408

分　類 事　項　名 特定疾患・難病対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 27,593 ） （ 24,993 ） （ 24,993 ）

74,928 72,270 72,270

１．難病治療研究事業費 26,058 → 25,466

２．先天性血液凝固因子障害等治療研究事業費 8,944 → 8,389
　　

３．難病特別対策推進事業費 33,304 → 33,282

４．在宅人工呼吸器使用患者支援事業費 5,122 → 5,133

（参考）災害時における難病患者サポート事業費 1,500 → 0

先天性血液凝固因子欠乏症等に罹患している患者に対する医療費の公費負
担に要する経費

長期間の入院治療を要する結核児童に対し、医療費の自己負担分の全部又
は一部を公費負担し、学習及び療養生活に必要な物品を支給する経費

災害時における難病患者の安全確保を図るため、避難訓練の実施やマニュア
ルの改訂に要する経費

説　明

各種支援策の計画や関係機関との連絡調整等を行う小児慢性特定疾病児童
等自立支援員を配置し、小児慢性特定疾病児童等の健康の保持増進及び自
立の促進を図る経費

説　明

治療方法が確立していない難病のうち、国が定める４疾患に罹患している患者
に対する医療費の公費負担に要する経費

筋萎縮性側索硬化症等の重症難病患者のうち、特に人工呼吸器を装着する
患者の在宅療養に必要な訪問看護費の公費負担に要する経費

難病患者・家族の療養生活の質の向上を図るため、難病相談・支援センター事
業の実施や難病医療ネットワークの構築及び訪問相談等による在宅療養支援
の推進等に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 血液事業普及費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 1,856 ） （ 1,878 ） （ 1,878 ）

1,856 1,878 1,878

1,856 → 1,878

分　類 事　項　名 臓器移植等推進事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 13,221 ） （ 13,233 ） （ 13,233 ）

13,221 13,233 13,233

１．臓器移植コーディネーター設置事業費 8,074 → 8,850

２．骨髄移植推進事業費 192 → 194

３．臓器移植推進連絡協議会運営費 251 → 256

４．骨髄・末梢血幹細胞移植ドナー支援事業費 4,704 → 3,933

分　類 事　項　名 公害健康被害者救済対策事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 1,426 ） （ 1,426 ） （ 1,426 ）

2,887 2,891 2,891

2,887 → 2,891
公害健康被害認定審査会、公害診療報酬審査委員会の開催及びインフルエ
ンザ予防接種費用助成等の保健福祉事業に要する経費

岡山県臓器移植推進連絡協議会の開催等に要する経費

市町村が骨髄等の提供を行った者及びその者が従事する事業所に対し助成
する制度への補助、いのちのリレーを考える講演会開催等に要する経費

説　明

県民や医療関係者等に対し、移植医療の必要性、臓器提供の現状・意義等に
ついて一層の理解を深めるとともに、臓器移植の円滑な実施を図るために設置
する臓器移植コーディネーターに要する経費

ドナー登録を促進するとともに、骨髄移植及び造血幹細胞移植に関する正しい
知識の普及啓発を行うために要する経費

説　明

説　明 県民の献血意識を高めるための献血組織の育成、「愛の血液助け合い運動」
月間中の各種事業、岡山県献血推進協議会の運営等に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 薬事関係事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 3,000 ） （ 3,000 ） （ 3,000 ）

11,654 12,525 12,525

１．薬事関係調査費 3,219 → 4,082

２．救急医薬品需給費 435 → 443

３．認定薬局等整備促進事業費 5,000 → 5,000

４．災害薬事コーディネーター育成事業費 3,000 → 3,000

分　類 事　項　名 児童健全育成対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 5,664 ） （ 5,664 ） （ 5,664 ）

5,664 5,664 5,664

１．地域児童館支援事業費 100 → 100

２．子育て大学・地域ふれあい事業費 1,430 → 1,430

３．母親クラブ活動促進費 4,134 → 4,134

緊急治療用医薬品の備蓄、供給に要する経費

説　明

説　明

児童館職員等のスキルアップを図るための講習の実施に要する経費補助

産・学・民・官の協働による子育て支援ネットワークの強化・拡大を図るため、大
学内子育て支援拠点（おかやま子育てカレッジ）の特色ある地域貢献活動、カ
レッジ間のネットワーク構築に要する経費

児童の健全な育成を図るため、母親など地域住民の積極的な参加による地域
活動の促進に要する経費

国からの委託事業として実施する医薬品の価格調査、医薬品検定検査及び後
発医薬品の安心使用を促進するための事業に要する経費

災害薬事コーディネーターの育成に要する経費

患者が自身に適した薬局を選択できるよう、地域の薬局と医療機関等との連携
構築を推進するためのモデル事業に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 子どもを健やかに生み育てる活動推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 93,089 ） （ 102,085 ） （ 102,085 ）

155,536 146,465 146,465

１．子どもを健やかに生み育てるための 2,871 → 1,880
環境づくり推進協議会運営費等

２．子どもがいきいき環境づくり事業費 462 → 1,463

３．地域少子化対策重点推進事業費 12,000 → 12,000

【重点事業】 ４．おかやま出会い・結婚サポートセンター事業費 96,181 → 93,818

【重点事業】 ５．おかやま結婚応援・気運醸成プロジェクト事業費 5,127 → 6,227
　　

【重点事業】 ６．おかやま子育て応援宣言企業活性化事業費 3,576 → 3,578
　　

７.低所得者向け結婚新生活支援事業費 12,000 → 12,000

【重点事業】 ８.社会全体での子育て気運醸成事業費 8,086 → 9,499

【重点事業】 ９．岡山県少子化突破モデル構築支援事業費 13,500 → 6,000
　　

1,733 → 0

子育てを応援する企業と子育て家庭のつながりを促すイベントや父親の育児参
加のきっかけを作るためのセミナーの実施等に要する経費

説　明

市町村が実施する地域の特性を踏まえた少子化対策事業に対する補助に
要する経費

婚姻した世帯に対し、結婚に伴う新生活のスタートに係るコストを支援する市町
村を対象に、市町村の支援額の一部を補助するための経費

子どもを健やかに生み育てるための環境づくり推進協議会の運営に要する経
費等

ももっこカード普及啓発事業の実施に要する経費

平成31年度策定予定の「岡山いきいき子どもプラン2020（仮称）」に係る冊
子等の作成に要する経費

（参考）岡山いきいき子どもプラン2020策定事業費

「おかやま子育て応援宣言企業」の登録・調査・表彰等に係る経費

市町村が地域少子化対策重点推進交付金により実施する事業に対する補助

おかやま縁むすびネットの運用及びおかやま出会い・結婚サポートセンターの
運営費等に要する経費

結婚を希望する独身男女に対する出会いの機会の提供や、若い世代に対する
結婚への気運の醸成に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 安心こども基金事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

278,399 1 1

278,399 → 1

分　類 事　項　名 子ども・子育て支援新制度等事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 2,824,322 ） （ 2,759,491 ） （ 2,759,491 ）

2,875,872 2,967,226 2,967,226

１．地域子ども・子育て支援事業費 2,180,236 → 2,214,232

２．第３子以降保育料無償化事業費 331,476 → 352,351

３．１歳からの入所緊急対策事業費 42,000 → 24,970

４．待機児童等対策協議会開催事業費 495 → 432

５．病児保育施設整備事業費 35,516 → 35,437

【重点事業】 ６．保育対策総合支援事業費 71,315 → 77,272

【重点事業】 ７．認可外保育施設の質の確保事業費【新】 0 → 869
認可外保育施設の質の確保・向上を図るため、施設職員及び指導監督事務に
従事する行政職員への研修に要する経費

国制度を超えて保育料の無償化又は軽減の拡大に取り組む市町村に対し、必
要な経費の一部を補助する経費

市町村が子ども・子育て支援事業計画に従って実施する事業の一部を補助す
る経費

説　明

説　明

市町村や社会福祉法人等が実施する施設整備費の一部を補助する経費

１・２歳児の受入を促進した保育所等への支援に取り組む市町村に対し、必要
な経費の一部を補助する経費

保育士の負担軽減や保育体制の整備等に取り組む市町村の支援に要する経
費

待機児童解消に向け、県及び市町村が連携して取り組むべき施策の検討を行
うための経費

保育所等の整備を促進し、子どもを安心して育てることができる体制整備を
総合的に推進するため、県に設置した安心子ども基金への積立てに要する
経費

   （　　　　）は一般財源
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【重点事業】 ８．保育人材確保等対策強化事業費【一部新】 11,350 → 12,071

９．潜在保育士再就職支援事業費 872 → 872

10．保育士養成施設連携強化事業費 8,853 → 8,853

11．放課後・子育て支援員研修費 13,424 → 13,758

【重点事業】 12．保育士等キャリアアップ研修事業費【一部新】 18,176 → 22,068

13．発達障害児支援保育士研修費等 1,086 → 1,086

14．放課後児童クラブ整備費 144,940 → 189,185
放課後児童クラブの整備費の一部を補助する経費

15．放課後児童クラブ学びの場充実事業費 10,025 → 10,025
　　

16．チャイルド・ケア・クラブ支援事業費 5,906 → 3,320

小規模児童クラブ： ２クラブ、単県障害児受入推進費：２クラブ
単県障害児受入強化推進費：２クラブ

【重点事業】 17. 子どもの外遊び普及推進事業費【新】 0 → 425
　　

（参考）被災した子どもの健康・生活対策等 202 → 0
総合支援事業費

　　

発達障害児を現場で支援している保育士等を対象にした、発達障害の理解と
適切な支援を行うための研修に係る経費等

外遊びに関する講演会等の開催に要する経費

国庫補助の基準に満たない小規模な放課後児童クラブの運営費の一部を補
助する経費

説　明

東日本大震災で被災した子どもの保育料の減免相当額を市町村に補助する
経費

潜在保育士に対する就職準備金の貸付に要する経費

放課後児童クラブにおける学習習慣の定着や学ぶ意欲の向上に向け、宿題サ
ポーター等を配置する費用の一部を補助する経費

保育人材の確保のため、保育士養成施設と連携して行う、巡回相談や就職支
援等の実施に要する経費

放課後児童クラブの支援員等に対し、研修を実施するための経費

保育士等の処遇改善の要件となる研修を実施するための経費

保育士・保育所支援センターにおける、潜在保育士の掘り起こしや就業支援、
現任保育士の離職防止など、保育人材の確保に要する経費のほか、保育士就
職マッチングシステムの導入に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 岡山県子ども災害見舞金事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 9,689 ） （ 0 ） （ 0 ）

29,696 881 881

29,696 → 881

分　類 事　項　名 児童福祉施設事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 24,979 ） （ 33,825 ） （ 33,825 ）

79,228 240,485 240,485

１．成徳学校入所児童社会復帰促進事業費 314 → 314

２．児童自立支援事業費 6,220 → 7,013

３．基幹的職員研修事業費等 2,009 → 2,001

４．児童家庭支援センター運営事業費 13,276 → 13,378

５．児童養護施設小規模化推進事業費 11,240 → 116,846

【重点事業】 ６．社会的養育推進計画推進事業費【新】 0 → 44,202

【重点事業】 ７．社会的養護自立支援事業費【新】 0 → 54,197

【重点事業】 ８．岡山県児童養護施設職員人材確保事業費【新】 0 → 2,534

（参考）ファミリーホーム開設支援事業費 39,618 → 0

　　　  社会的養護からの自立に向けたアフターケア事業費 6,551 → 0

入所児童の課外活動や交流行事等に要する経費

被虐待児童の処遇向上や自立支援を図るため、県立児童福祉施設に家庭支
援専門相談員、被虐待児個別対応職員、心理療法担当職員を配置する経費

被虐待児童等への支援の質を確保するため、児童養護施設等における支援
体制の確保と人材育成を目的とした基幹的職員を養成するための研修等を行
う経費

地域の児童、家庭の福祉向上を図るため、児童・家庭・地域住民等からの相談
に対して必要な助言や、保護を要する児童又は保護者に対する指導を行う児
童家庭支援センターの運営費補助

児童養護施設の小規模化を推進するための施設整備への経費補助

災害により被害を受けた子どもを養育する者に対する、子ども災害見舞金の支
給に要する経費説　明

説　明

社会的養護が必要な児童を家庭的で安定した人間関係のもとで養育するファ
ミリーホームを新設するための経費補助

児童養護施設における実習生の育成業務に当たる職員の代替職員の雇用経
費等の一部を助成し、指導体制の整備や人材確保を図るための経費

子どもの健やかな成長の実現に向けた児童家庭支援センターの設置促進や一
時保護及びショートステイ専用居室の整備に対する補助

施設退所者等への就労・生活上の相談対応や、他機関との連携による、施設
退所者等の社会的自立の促進に要する経費

社会的養護から自立に向けての中間ステップとなる「自立援助ホーム」の開設
を支援するとともに、児童養護施設退所者の社会的自立を総合的に支援する
経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 児童相談所事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 46,404 ） （ 53,462 ） （ 53,462 ）

70,429 87,535 87,535

１．家庭児童相談室運営費 10,687 → 12,457

２．子ども家庭電話相談事業費 6,897 → 7,998

３．児童虐待防止対策推進事業費 10,401 → 11,536

４．一時保護所体制強化事業費 2,554 → 2,620

５．児童虐待防止対策支援事業費 19,005 → 23,953

６．ひきこもり等児童福祉対策事業費 382 → 380

７．里親養育包括支援事業費 7,996 → 8,076

８．要保護児童対策地域協議会支援事業費 2,543 → 2,543

９．児童養護施設退所者等自立支援資金貸付金 1,318 → 931
　　

【重点事業】 10．親子関係再構築支援事業費【一部新】 3,520 → 4,874

【重点事業】 11．子ども家庭総合支援拠点整備促進事業費 3,330 → 4,332

【一部重点
事業】

児童相談所に保護者指導支援員を配置するための経費等

里親制度の普及、里親登録や認定のための研修会の開催及び里親委託等推
進員の雇上げに要する経費

市町村へ精神科医等の専門家を派遣し、児童虐待対応力強化の向上等に要
する経費

一時保護所に心理判定員を配置する経費

児童虐待の調査等を行う児童虐待対応協力員の配置や要保護児童対策地域
協議会等の開催、子どもの支援者の資質向上に関する事業の実施等に要する
経費

子ども家庭総合支援拠点の設置支援に要する経費

説　明 ひきこもり等の児童に対し、宿泊通所指導の実施やメンタルフレンドを派遣する
経費

児童相談所に家庭相談員を配置する経費

休日・夜間の相談対応を行うための休日・夜間対応相談員及び一時保護所の
一時保護対応協力員などの配置等に要する経費

家庭・地域における児童養育機能を支援するため、児童を養育する家庭等に
対し、電話による相談事業を実施する経費

児童養護施設等を退所して就職・進学した者が安定した生活基盤を築くための
費用の貸付に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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12．子どもの権利擁護推進事業費【新】 0 → 7,835
　　

（参考）岡山県社会的養育推進計画策定事業費 1,796 → 0

分　類 事　項　名 ひとり親家庭等福祉対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 129,446 ） （ 119,862 ） （ 119,862 ）

172,379 160,720 160,720

１．母子寡婦福祉活動研修費 245 → 245

２．母子金庫資金貸付金 2,000 → 2,000

３．ひとり親家庭等医療費公費負担事業費 115,614 → 107,163

４．母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計繰出金 3,875 → 3,875
　　

５．ひとり親家庭自立支援事業費 13,146 → 13,282

６．ひとり親家庭の子どもの生活・学習支援事業費 5,934 → 5,934
　　

７．ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業費 644 → 489
　　

2,274 → 567

説　明

「新しい社会的養育ビジョン」に基づく県計画の策定に要する経費

母子家庭及び寡婦等の生活安定に資するため、（一財）岡山県母子寡婦福祉
連合会が行う岡山県母子金庫資金貸付事業の原資を貸し付ける事業等に要
する経費

母子・寡婦家庭の福祉施策の推進を図るため、（一財）岡山県母子寡婦福祉連
合会が行う母子・寡婦福祉研修事業に対する経費補助

親の就労等により居場所のないひとり親家庭の子どもに対する学習支援等へ
の補助を行うための経費

養育費確保のための相談支援や家庭相談所等同伴支援に要する経費
８．養育費確保支援事業費

ひとり親家庭等の福祉の増進を図るため、市町村が行うひとり親家庭等医療費
給付事業に対して補助する経費

母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計に対する繰出金

ひとり親家庭に対し、就業支援・相談事業等を行う「ひとり親家庭支援センター」
の設置、疾病等で一時的に必要な介護・保育等のサービスの提供や、資格取
得による自立を促進する給付金の支給等に要する経費

説　明

高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学し、資格の取得を目
指すひとり親家庭の親に対し、資金を貸し付けるための経費

子どもの権利擁護の体制整備に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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９．ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験 1,250 → 600

　 　 合格支援事業費

10．子どもの未来応援ﾈｯﾄﾜｰｸによる連携ｹｱ事業費 9,543 → 9,543

11．子どもの未来応援市町村支援チーム 8,959 → 10,002
派遣事業費

12．子どもの居場所づくり支援事業費 6,220 → 6,120
　　

13．大学との連携による子どもの未来応援 900 → 900
プログラム提供事業費

（参考）未婚の児童扶養手当受給者に対する 1,775 → 0
臨時・特別給付金

分　類 事　項　名 女性相談所事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 1,188 ） （ 1,463 ） （ 1,463 ）

2,222 2,463 2,463

2,222 → 2,463

分　類 事　項　名 入所施設児童福祉対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 6,636 ） （ 6,756 ） （ 6,756 ）

6,976 6,976 6,976

6,976 → 6,976

NPO等による居場所づくりの立ち上げに係る経費補助等に要する経費

要支援者へのアウトリーチと支援へのつなぎ等を行う市町村のモデル事業
に要する経費

説　明

大学との連携により子どもに様々な体験活動を提供するプログラムの実施
に要する経費

児童福祉施設の入所児童の健全な育成及び福祉の充実向上を図るために必
要な生活訓練、高校入学支度金等に要する経費

市町村が実施する連携ケア事業への支援チームの派遣等に要する経費

説　明

説　明

児童扶養手当の受給者のうち未婚のひとり親である者に対する給付金の支
給に要する経費

高等学校卒業程度認定試験対策講座など、学び直しの支援に係る経費

女性相談所の機能強化を図るために必要な事業に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 地域生活支援事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 451,046 ） （ 464,968 ） （ 464,968 ）

534,152 546,613 546,613

１．専門的相談支援事業費 45,047 → 45,724

【重点事業】 ２．就労移行等連携支援事業費 3,652 → 7,947

３．サービス提供者等育成事業費【一部新】 19,888 → 20,927

４．重度障害者在宅就労促進特別事業費 3,461 → 3,461

５．生活訓練等事業費 4,683 → 4,688

６．情報支援等事業費 11,129 → 11,144

７．障害者ＩＴ総合推進事業費 4,860 → 5,277

８．社会参加促進事業費 33,477 → 34,566

９．市町村地域生活支援事業費 407,955 → 412,879

【一部重点
事業】

在宅の重度障害のある人に対し、情報機器やインターネットの活用に係る指導
訓練を行うとともに、情報機器を用いた在宅就労を支援するための経費

障害のある人（子ども）が自立した日常・社会生活を営むことができるよう、地域
特性や利用者の状況に応じた事業を実施する市町村に対する経費補助

障害のある人の社会参加を促進するため、スポーツ・文化活動等の各種事業を
行う経費

障害のある人等の生活の質の向上を図るため、日常生活において必要な訓
練・指導等を行う経費

ＩＴに関する基礎技能の習得機会が少ない障害のある人等を対象として、講習
会の開催等により、情報化に向けた生活訓練等を行うための経費

障害により日常生活上必要な情報の入手等が困難な方に対して必要な支援を
行うための経費

説　明

就業や日常生活、社会生活上の支援を行う「障害者就業・生活支援セン
ター」、発達障害のある人（子ども）に対して相談・助言等総合的な支援を行う
「発達障害者支援センター」の運営に要する経費

障害福祉サービス及び相談支援の質の向上、円滑な実施を図るため、サービ
ス提供者の育成・指導に要する経費

一般就労への移行支援等に加え、就労定着支援を行う就労定着等支援アドバ
イザーの配置、就労系事業所管理者向けのセミナーや職業指導員等を対象と
したスキルアップ、就労勉強会等に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 視聴覚障害者福祉センター事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 699 ） （ 706 ） （ 706 ）

770 778 778

特別活動事業費 770 → 778

分　類 事　項　名 心身障害者扶養共済制度事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 127,379 ） （ 128,774 ） （ 128,774 ）

418,218 428,365 428,365

１．心身障害者扶養共済制度費 224,587 → 233,525

２．特別調整費 132,824 → 132,452

３．特別加算金 60,807 → 62,388

視覚障害者センター及び聴覚障害者センターの各種事業を実施するために要
する経費

説　明

重度障害のある人に対して給付する特別加算金に要する経費

心身障害のある人の生活安定を図るため、県が実施する心身障害者扶養共済
制度の運営に要する経費

説　明

心身障害者扶養共済制度の保険料不足分の負担に要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　64　－



令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 在宅身体障害者福祉推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 8,077 ） （ 8,077 ） （ 8,077 ）

14,672 14,989 14,989

１．法施行事務費 541 → 541

２．特別児童扶養手当給付事務費 3,628 → 3,945

３．身体障害者巡回更生相談事業費 2,192 → 2,192

４．障害者虐待防止対策事業費 5,304 → 5,304

５．聴覚言語障害児巡回相談事業費 400 → 400

６．団体指導育成費等 1,392 → 1,392

７．岡山県難聴児補聴器交付事業費 1,215 → 1,215

身体障害者団体が実施する社会参加・社会活動の促進、各種大会、講習会等
の各種事業に対する経費補助等

障害者総合支援法による補聴器交付の対象とならない軽度・中等度の難聴児
の補聴器、補聴援助システムの購入に要する費用助成

障害の状況や遠隔地等の理由で来所困難な身体障害のある人に対して、医師
等の専門スタッフが巡回して各種判定や相談業務を行うための経費

近隣に聴覚検査機関が少ない地域の聴覚言語障害のある子どもに対して、医
師等の専門スタッフが巡回して各種検査や相談業務を行うための経費

説　明

障害者虐待の未然防止や適切な支援等を行うため設置する「岡山県権利擁護
センター」の運営等に要する経費

身体障害者手帳の交付等に関する事務に要する経費

特別児童扶養手当の審査及び認定に関する事務に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 知的障害者福祉対策事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 10,463 ） （ 10,463 ） （ 10,463 ）

11,017 11,017 11,017

１．障害児等療育支援事業費 10,063 → 10,063

療育支援施設事業：４箇所
療育拠点施設事業：１箇所

２．知的障害者団体助成費等 954 → 954

分　類 事　項　名 心身障害者医療費特別措置費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 418,877 ） （ 395,567 ） （ 395,567 ）

418,877 395,567 395,567

418,877 → 395,567

説　明

在宅の障害のある人（子ども）の地域における生活を支えるため、身近な地域
で在宅支援訪問療育指導、相談指導等が受けられる療育機能の充実を図る経
費

説　明

市町村が実施する心身障害者医療費公費負担制度の実施による医療費公費
負担額の助成に要する経費

心身障害のある人（子ども）を療育している保護者からの療育相談等に応じる
相談コーナーを設置するとともに、知的障害者福祉の増進を図るため、知的障
害者関係団体が実施する事業に対して助成を行うための経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 障害者総合支援推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 78,702 ） （ 67,018 ） （ 67,018 ）

139,883 126,970 126,970

１．障害者総合支援推進費等 10,489 → 11,151

２．発達障害者支援推進費等 47,435 → 38,682

３．重症心身障害児（者）と家族の安心 39,809 → 39,063
生活サポート事業費

４．障害者差別解消・共生社会 4,165 → 4,165
実現プロジェクト事業費

５．だれもが輝く岡山スマイルプロジェクト事業費 17,260 → 16,798

６．Ａ型事業所経営改善応援事業費 16,875 → 17,111

（参考）障害のある人の避難行動「セルフプラン」 3,850 → 0
作成推進事業費

障害のある人及びその家族が自助の意識を高めつつ、障害者団体の支援の
もとで避難行動「セルフプラン」を作成するための仕組みの構築に要する経費

説　明

医療的ケア児等とその家族が安心して生活するために、地域バランスのとれた
レスパイトサービス環境の整備・充実を総合的に促進する経費

【一部重点
事業】

障害者総合支援法の円滑な施行を図るため、市町村や事業者に対する説明
会や実施指導、障害者介護給付費等不服審査会の開催等に要する経費

発達障害児（者）の乳幼児期から成人期までのライフステージに応じた切れ目
のない支援等に要する経費

障害者差別解消法に基づき、障害者差別の解消に向けた環境整備や啓発活
動を推進するための経費

障害のある人の農業分野や文化芸術分野における活躍を促すため、農福連携
事業やアート作品の発表機会の拡大等に要する経費

Ａ型事業所で働く利用者が安心して就労できる環境を整えるため、経営改善・
事業の安定化に取り組む事業所を応援するための経費

   （　　　　）は一般財源
－　67　－



令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 障害者福祉施設整備費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

97,900 235,823 235,823

障害者福祉施設等整備費補助事業費 97,900 → 235,823

分　類 事　項　名 障害者社会参加等対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 16,289 ） （ 16,768 ） （ 16,768 ）

48,064 48,431 48,431

１．障害者スポーツ普及事業費 31,696 → 32,037

２．点字情報ネットワーク事業費 1,643 → 1,669

３．吉備高原保健福祉のむら推進費 5,183 → 5,242

４．バリアフリー推進費 1,542 → 1,483

５．パーキングパーミット制度導入事業費 970 → 970

６．障害児（者）自立・社会参加促進事業費 7,030 → 7,030

説　明

吉備高原車いすふれあいロードレース大会の開催に対する負担金等

心、情報のバリアフリー施策を実施するとともに、障害等の理由で移動に制約
のある人の自由な外出を支援するため、ＮＰＯ等が行う福祉有償運送を県内に
広げるための経費

障害のある人のスポーツ文化の普及・向上と社会参加の推進を図るため、全国
障害者スポーツ大会及び地区予選会への選手団の派遣、専門的な知識と技
能を身につけた指導員の養成に要する経費

視覚障害者等に対して点字図書などのデータをはじめ、暮らしに密着した地
域、生活情報など様々な情報を提供するための経費

身体障害者等用駐車場の適正利用を図るため、専用の利用証を交付し、利用
対象者を明確化し、利用対象外の者による駐車を防止する制度の普及に要す
る経費

障害のある人の援護のため、社会福祉法人等が行う施設・設備整備事業に対
する補助

障害のある人の自立と社会参加の促進を図り、もって障害のある人の福祉増進
に資するための事業を行う団体へ助成するための経費

説　明

   （　　　　）は一般財源
－　68　－



令和２年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 岡山県愛とふれあいの基金積立金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

2,000 2,000 2,000

2,000 → 2,000

分　類 事　項　名 生活福祉資金貸付費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 23,283 ） （ 23,820 ） （ 23,820 ）

64,266 71,640 71,640

生活福祉資金貸付費等 64,266 → 71,640

分　類 事　項　名 生活保護等対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 8,053 ） （ 8,325 ） （ 8,325 ）

18,797 20,733 20,733

１．生活保護法施行費 16,101 → 18,072

２．低所得者福祉対策費 335 → 293

３．社会保障生計調査事業費 2,361 → 2,368

障害者の社会参加の促進と生きがい対策の充実を図るため、県が設置した愛
とふれあいの基金への積み立てに要する経費

説　明

じん肺入院患者を激励するために見舞金を支給する費用及び県内に居住する
高齢者、重度身体障害者及び母子家庭を慰謝・激励するために福祉年金を支
給する費用

低所得者、高齢者、障害のある人の経済的自立と生活意欲の助長を図り、安
定した生活を確保するため、岡山県社会福祉協議会が行う生活福祉資金の貸
付け等に要する経費

生活保護法の適正な実施を図るために要する経費

生活保護制度の運営に必要な資料を得るため、被生活保護世帯における家計
収支の内容を把握する調査を行うための経費

説　明

説　明

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 老人福祉施設整備費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

243,442 71,176 71,176

地域介護・福祉空間整備費 72,562 → 71,176

（参考）老人福祉施設整備費 170,880 → 0

分　類 事　項　名 軽費老人ホーム運営費補助金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 585,048 ） （ 574,886 ） （ 574,886 ）

585,048 574,886 574,886

585,048 → 574,886

補助対象：36施設

分　類 事　項　名 地域包括ケア体制推進総合事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

50,377 56,950 56,950

１．従事者資質向上・担い手育成事業費 3,481 → 3,211

２．地域包括ケアシステム市町村 45,589 → 52,461
　　 支援事業費【一部新】

３．岡山県地域介護活動支援等基金積立金 1,307 → 1,278

説　明

岡山県地域介護活動支援等基金への積立てに要する経費

説　明

低所得老人の軽費老人ホーム利用を容易にするため、軽費老人ホームの運営
費補助に要する経費説　明

【重点事業】

介護予防の取組を加速させるため、普及啓発やアドバイザー派遣、事業評価・
分析等の総合的な市町村支援を実施するための経費

老人福祉施設の防災・減災対策等を推進するための施設整備に対する補助に
要する経費

老人福祉施設を整備するために要する経費補助

地域包括支援センター職員等の資質向上及び多様な担い手の育成のた
めに実施する研修に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 介護保険施行事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 8,990 ） （ 8,993 ） （ 8,993 ）

34,726 32,861 32,861

１．介護支援専門員試験及び登録管理費 19,784 → 17,976

受験申込者見込：1,740人

２．認定調査員等研修事業費 2,450 → 2,670

３．介護保険審査会運営費 1,187 → 1,154

４．介護サービス評価事業費 1,510 → 1,508

５．苦情処理体制整備関係補助金 3,887 → 3,887

６．介護給付適正化計画推進事業費 399 → 375

７．低所得利用者負担軽減事業費 5,509 → 5,291

介護支援専門員を養成するための試験、実務研修修了者の申請に基づく介護
支援専門員の登録及び介護支援専門員証の交付等に要する経費

説　明

要介護認定事務の公平・公正かつ円滑な実施を図るため、認定調査員、介護
認定審査会委員及び主治医に対して行う研修に要する経費

居宅サービス事業者や介護保険施設が提供するサービスに係る利用者からの
苦情の受付、処理を行う苦情処理体制の整備に要する経費

利用者の自由な選択への支援と事業者のサービスの質の向上を図るため、介
護保険法に基づき、介護サービス情報の公表、介護サービスの評価を行う経
費

保険者が行った行政処分に対する不服申立の審理・裁決を行う審査会の運営
に要する経費

介護給付適正化関連事業の一層の推進を図るため国保連等と連携して行う、
保険者等の支援に要する経費

低所得の障害のある人のホームヘルプサービスに係る利用者負担の軽減を図
るとともに、介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人が利用者負担の減免
を行った場合に、その費用の一部について助成する経費等

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 認知症高齢者対策推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

43,872 51,074 51,074

１．認知症疾患医療センター事業費【一部新】 20,268 → 26,902

２．若年性認知症施策総合推進事業費 8,267 → 8,345

３．認知症高齢者を地域で支える基盤強化事業費 8,208 → 8,184
　　

４．ＶＲ（仮想現実）ｼｽﾃﾑによる 6,727 → 7,241
認知症普及啓発事業費

　　

５．認知症介護指導者養成研修事業費 402 → 402

分　類 事　項　名 老人福祉対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 16,834 ） （ 19,524 ） （ 19,524 ）

16,834 19,524 19,524

１．県直営敬老事業費 3,204 → 3,764

２．老人クラブ活動助成事業費 500 → 500

３．長寿社会推進センター事業費 7,333 → 7,426

４．全国健康福祉祭参加事業費 5,797 → 7,834

認知症の症状等について理解を深めるため、施設等の管理者や認知症介護
家族等を対象にＶＲ（仮想現実）機材を用いた疑似体験を含む研修に要する経
費

長寿を祝い、高齢者を激励するため、百歳高齢者への知事メッセージ及び記
念品の送付等の敬老事業の実施に要する経費

説　明

全国健康福祉祭（ねんりんピック）参加に要する経費

高齢者の生きがい、健康づくり、社会参加を促進する各種事業を行う長寿社会
推進センターに対する運営費補助

説　明

老人クラブの活性化等を図るため、県老人クラブ連合会が実施する県老連だよ
りの発行等の啓発事業等に対する経費助成

認知症介護指導者を養成するための研修に要する経費

認知症に関する専門的な知識及び経験を有するリーダーの養成や認知症医
療・介護従事者に対する研修に要する経費

若年性認知症の人に対し、医療・介護・福祉・就労等総合的な支援を実施でき
る体制の構築に要する経費

専門医療相談及び医療連携の推進、地域包括支援センターへの技術援助等
を行う認知症疾患医療センターの設置・運営に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 老人福祉事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 39,819 ） （ 39,810 ） （ 39,810 ）

107,837 104,938 104,938

１．老人クラブ活動等社会活動促進事業費 71,808 → 71,808

補助対象：

２．老人クラブ活動推進員設置事業費 5,910 → 5,877

３．高齢者相互支援推進・啓発事業費 1,104 → 1,104

４．岡山県高齢者在宅生活支援事業費 28,200 → 25,320

５．法的相談窓口設置事業費 106 → 106

６．成年後見制度利用促進連携事業費 709 → 723

分　類 事　項　名 医療保険事業推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 1,587 ） （ 1,629 ） （ 1,629 ）

1,587 1,629 1,629

1,587 → 1,629

老人クラブ、県・市町村老人クラブ連合会が行う社会奉仕活動、教養講座、健
康増進事業に必要な経費補助

１県老人クラブ連合会

成年後見制度利用促進のための市町村情報交換会等に要する経費

説　明

岡山県後期高齢者医療広域連合が行うレセプト点検を充実させるため、広
域連合が行うレセプト点検に対する経費補助

説　明

元気な高齢者が要援護高齢者を支える社会システムを構築するため、活動リー
ダーの養成、実践活動等を行うための経費補助

老人クラブの育成指導を図るため、岡山県老人クラブ連合会に老人クラブ活動
推進員を設置するための経費補助

1,621老人クラブ、25市町村老人クラブ連合会、

高齢者の居宅における日常生活を容易にし、介護者の負担を軽減するため、
高齢者住宅改造助成事業を行う市町村に対する補助

高齢者の虐待防止や権利擁護を推進するための法的相談窓口の設置・運営
に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 被災者生活再建支援基金拠出金事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 98 ） （ 0 ） （ 0 ）

632,998 0 0

632,998 → 0

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
事業費計 （ 9,260,502 ） （ 9,112,215 ） （ 9,112,215 ）

17,749,235 17,206,902 17,206,902
一般会計 前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

（ 116,343,800 ） （ 116,471,615 ） （ 116,471,615 ）
計 132,241,194 129,896,736 129,896,736

説　明

被災者生活再建支援金基金への追加拠出がないため、事項を廃止するもの

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 母子父子寡婦福祉資金貸付金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
特 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

94,597 98,526 98,526

１．貸付金 79,180 → 72,686
　修学資金 私立大学（自宅外通学のとき）の場合　月額  96,000円
　就学支度資金 　　　　　　　　　〃 　　　　 　　　　　　　　　　　  590,000円
　技能習得資金 ５年以内　　　　　　　　　　　　　　　 　　   月額  68,000円

15,417 → 25,840

母子父子寡婦福祉
 前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
資金貸付金特別会計 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

計 94,597 98,526 98,526

２．事務費等

（母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計）

母子家庭及び父子家庭並びに寡婦の福祉を増進するための福祉資金の
貸付けに要する経費

説　明

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 保険者業務費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
特 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

73,185 70,507 70,507

73,185 → 70,507

分　類 事　項　名 保険給付費等交付金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
特 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

146,625,536 142,528,591 142,528,591

１．保険給付費等交付金（普通交付金） ######### →

２．保険給付費等交付金（特別交付金） 2,724,974 → 2,750,102

（岡山県国民健康保険事業特別会計）

国民健康保険の保険者の業務を行う職員の給与費及び国民健康保険運営協
議会の開催に要する経費等事務費

療養の給付等に要する費用その他の国民健康保険事業に要する費用について、市
町村に交付するための経費

説　明

説　明

市町村が行った保険給付に要した費用の全額を交付するもの

市町村の財政状況その他の事情に応じた財政の調整を行うため市町村へ交
付するもの

139,778,489

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 社会保険診療報酬支払基金等納付金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
特 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

30,137,528 29,515,059 29,515,059

１．後期高齢者支援金 22,727,204 → 22,292,047

２．前期高齢者納付金 75,040 → 30,036

３．介護納付金 7,148,466 → 6,988,900

４．病床転換支援金 135 → 130

５．共同事業拠出金 186,683 → 203,946
著しく高額な医療費が国民健康保険財政に与える影響を緩和するため実施す
る、特別高額医療費共同事業の拠出金を国民健康保険中央会に支払うもの

高齢者の医療の確保に関する法律等に基づき、後期高齢者支援金、介護納付金等
の社会保険診療報酬支払基金等への支払いに要する経費

説　明

保険者間の負担の不均衡の是正を図るため、社会保険診療報酬支払基金に
支払う納付金

介護保険の第2号被保険者が負担する費用について、社会保険診療報酬支払
基金に支払う納付金

後期高齢者医療制度を支える財源として、社会保険診療報酬支払基金に支払
う支援金

都道府県が実施する病床転換支援事業について、保険者が負担する費用を
社会保険診療報酬支払基金に支払うもの

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 岡山県国民健康保険財政安定化基金事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
特 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

4,059 3,956 3,956

4,059 → 3,956

分　類 事　項　名 岡山県国民健康保険保険者機能強化基金事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
特 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

13,501 15,153 15,153

１．岡山県国民健康保険保険者機能強化事業費 13,336 → 15,001

２．岡山県国民健康保険保険者機能強化基金積立金 165 → 152

国民健康保険の医療費適正化及び保健事業の推進に向けた取組に要する経費

国民健康保険の医療費適正化等を図るため、医療給付専門指導員及び保健
事業支援員を配置するために要する経費等

国民健康保険保険者機能強化基金への積立てに要する経費

国民健康保険財政の安定化のため、国民健康保険法の規定に基づき、県が設
置した岡山県国民健康保険財政安定化基金への積立てに要する経費

説　明

説　明

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 国保ヘルスアップ支援事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
特 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

17,430 80,432 80,432

17,430 → 80,432

分　類 事　項　名 国庫支出金等返納金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
特 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

1,481,546 2,343,694 2,343,694

１．療養給付費等負担金償還金 1,353,951 → 2,033,649

２．療養給付費等交付金償還金 91,861 → 174,723

３．特定健康診査等負担金償還金 17,867 → 21,557

４．一般会計繰出金 17,867 → 21,557

説　明

県が市町村国保の共同保険者として広域的に行うことが望ましい医療費適正
化に向けた保健事業等を実施するための経費

特定健康診査・保健指導負担金の精算に伴う、国への償還に要する経費

保険給付費等交付金（特別交付金・保健事業負担金分）の精算に伴う、一般
会計への繰出しに要する経費

療養給付費等負担金の精算に伴う、国への償還に要する経費

療養給付費等交付金の精算に伴う、社会保険診療報酬支払基金への償還に
要する経費

療養給付費等負担金等の精算に伴う、国等への償還に要する経費

説　明

   （　　　　）は一般財源
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５．国民健康保険事業費納付金償還金 0 → 69,208

６．特別調整交付金償還金 0 → 1,000

７．高額医療費負担金償還金 0 → 22,000

岡山県国民健康 前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
保険事業特別会計 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

計 178,352,785 174,557,392 174,557,392
特別会計 前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

（ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）
計 178,447,382 174,655,918 174,655,918

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
合　計 （ 116,343,800 ） （ 116,471,615 ） （ 116,471,615 ）

310,688,576 304,552,654 304,552,654

高額医療費負担金の精算に伴う、国への償還に要する経費

国民健康保険事業費納付金（退職被保険者分）の精算に伴う、市町村への償
還に要する経費

特別調整交付金の精算に伴う、国への償還に要する経費

説　明

   （　　　　）は一般財源
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